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三井ソーラーガスタービンコージェネレーションシステム

技術の融合で
エネルギー新世紀へ

世界最高峰の高効率発電
●米国ソーラータービン社製の3～14MWクラスの産業用ガス
タービンを採用し、同クラスのガスタービン単体では世界最高レ
ベルの発電効率（7MW級トーラス70で33.5％）を誇ります。

●最新の希薄予混合燃焼システムによりＮＯｘ排出を大幅に低
減(20ppm以下/O2 16%濃度)、抜群の環境効果を誇りま
す。またドライ燃焼を基本とするため、コージェネレーション用
として、非常に高い熱回収効率を実現しています。熱回収シス
テムの組み合せにより、最大で90％を超える高い総合効率を
実現することが可能です。

安心のバックアップ体制
●豊富な経験を持つ三井造船グループのメンテナンス専門部隊
である三造テクノサービス（株）によりコージェネレーションシ
ステム全体でのアフターサービスを提供します。
●オーバーホールではなく、4～5年周期でのエンジン交換方式
によるメンテナンスを採用しているため、定期点検による設備
の停止期間を最小限に抑えます（最長で約８日間）。万一の
トラブル発生時にも、予備エンジンへの交換によって迅速な
対応、復旧が可能です。

三井造船は自社技術によるガスタービン開発メーカーとしての高い技術力、豊富な実績を活かしながら
1996年に中型ガスタービンでは世界トップメーカーである米国ソーラータービン社とパッケージング契約を締結しました。
自社開発のＳＢ機とソーラー機を合わせて１３０台以上の納入実績があります。
三井造船の技術とソーラータービン社の技術の融合によりエネルギー問題の様々なニーズにお応えいたします。
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表紙説明

次世代型高能率自動化コンテナターミナル

　三井造船は，コンテナ用岸壁クレーン（ポーテーナ）及びコン
テナ用ヤードクレーン（トランステーナ）等の港湾荷役機器とともに
コンテナターミナルマネージメントシステム（ＣＴＭＳ）を提供し，コ
ンテナターミナルの円滑な運営の実現に取り組んでいる．近年で
は，港湾荷役においてもＣＯ２削減が強く求められていることから，
ハイブリッドトランステーナ，電動トランステーナを開発し，業界トッ
プクラスとなる環境対応の港湾荷役システムを構築した．今回新
たに開発したシステムは，これまでの港湾荷役システムを更に進化
させ，既存の自動化ターミナル方式の課題とされている，コンテナ
荷役能率の向上とエネルギー消費量の削減を同時に達成した，
次世代型の高能率自動化コンテナターミナルシステムである．新し
く開発したコンテナターミナルシステムは，従来の方式がクレーン自
らコンテナを吊ってブロック内を搬送するのに対して，レールカート
とクレーンが分担してコンテナを搬送するように改善を図ったところ
に特長がある．
①コンテナターミナル鳥瞰図
②コンテナ積載状態のレールカート
③陸側ゲート
④海側ゲート

Cover

Automated Container Terminal for Next Generation

   Mitsui Engineering & Shipbuilding Co., Ltd. （MES） has 
been providing the Ship to Shore Cranes （Portainer®） and 
Yard Cranes （Transtainer®） for container handling 
operat ion together w ith the Conta iner Termina l  
Management System （CTMS） contributing to a smooth 
operation of the container terminals. Nowadays, based on 
the rising demand for CO2 reduction from many ports of 
the world, MES has developed the hybrid Transtainer® and 
electronic Transtainer® establishing one of the most 
environmentally friendly container handling systems.
   The high performance automated container terminal 
system of the next generat ion, incorporat ing these 
developed systems, achieves both the improvement of 
container handling efficiency and the reduction of energy 
consumption at the same time, which represent the major 
issues for the existing automated container terminals. The 
new system has the distinctive features in improving the 
container handling so that a railcart and a crane share the 
roles in transferring a container in the yard block, while 
the crane carries the container by itself in the existing 
system.
①Bird’s eye view of the container terminal
②Railcart where a container is loaded
③Yard block view from the landside
④Yard block view from shoreside
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1.　はじめに

1.1　ガスタービンエンジン開発の歴史

　第二次大戦以降，航空機用ジェットエンジンの進歩により，

造船業界でもガスタービンの舶用主機への利用について議論

が交わされるようになった．1948 年頃になると，大手造船

所において舶用ガスタービンの研究開発の機運が高まった．

三井造船でも 1950 年から研究開発を始め，2	000 馬力開放型

舶用ガスタービンの設計に着手し，6 年余りにわたり，試作・

運転を行って耐久性を確認した．また，1953 年には，密閉

サイクルガスタービンのパイオニアであったエッシャー・

ウィス社と技術提携契約を行い，1954 年から防衛庁向け舶

用 l 万馬力密閉サイクルガスタービンの要素試験を開始し，

1962 年に総合耐久試験を完了した．

　ガスタービンの開発に着手して以来，一時期，エッシャー・

ウィス社からの技術導入やゼネラルエレクトリック社との製

造契約を行ったが，当社は一貫して自社技術による開発・商

品化を推し進めてきた．産業用ガスタービンとして日本最初

の本格的国家プロジェクト「ムーンライト計画／高効率ガス

タービンの研究開発」（1978 年〜 1987 年）には，主要メンバー

として参画し，日本におけるガスタービン先進技術の研究開

発に寄与し，当社のガスタービンの開発に対して日本機械学

会賞等が授与された．

　この長期にわたる試作期間中において，舶用ディーゼル機

関は高速・高過給化がめざましく進展したため，密閉サイク

ルガスタービンはその製造費，燃費等で舶用主機としての競

争力を失ってしまった．しかしながら密閉サイクルガスター

ビンは，燃費向上の目的から再熱，再生，中間冷却等を伴う

複雑なサイクル構成になっているため，その要素研究，試験

と試作機の工場運転を通して，	 要素性能と高温部の構造設計

上の貴重なデータが取得できた．

　その後，二度のオイルショックでエネルギー消費型企業では，

国の環境政策の強化もあって，エネルギーの総合利用の検討が

求められるようになった．当社でもこれに呼応して，1985 年に，

電力と蒸気等の熱エネルギーを併用する石油化学会社に，大型

ガスタービンコージェネレーションを納入し，国内のコージェネ

レーションの導入促進に火をつけた．また，同じ時期，大都市

近郊の軽工業や大型オフィスビルでのコージェネレーション需

要の高まりに呼応して，1988 年にこれまでの受注生産型の体制

を一変する量産可能な小型機種 SB5 型（1	000	kW）を誕生させ

た．当社のガスタービン事業の沿革と納入実績を図 1 に示す．

1.2　ガスタービンエンジンからコージェネレーションへの転換

　欧米におけるガスタービンは，1960 年代には実用期に入

り，主として電力のピーク負荷や中近東油田における発電

用として需要は増大しつつあった．その主流は，ガスター

ビンの特長である小型・軽量を生かす単純サイクル形式を

採用したもので，材料の進歩に伴って，タービン入口温度も		

600℃から	 800℃クラスへと上昇しつつあった．一方，当社

では，圧縮機やタービンの空力翼列性能の研究を進め，ガス

タービンの開発能力が培われてきた．

　この状況下で，当社の産業用ガスタービン／ SB シリーズ

の原型となる	 SB15 型ガスタービン（1	500	kW）を，1962 年

〜 1965 年にかけて開発した．SB15 型原型機の完成後まもな

く 8	000	kW 発電設備を受注し，SB90 型ガスタービン 2 台

を 1968 年に納入した．SB90 型についで，そのスケールダウ

ン型の SB30 型を 1973 年〜 1976 年に試作開発した．基本構

製品・技術解説

高効率ガスタービンコージェネレーションシステム

エンジニアリング事業本部　　西　江　俊　介

図 1　ガスタービン事業の沿革と納入実績
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製品・技術解説

造は SB15 型と相似であるが，	 より進んだ耐熱材料の採用と

高温部の冷却の強化により，タービン入口温度を 930℃に昇

温し出力増を達成した．本機種は，1980 年〜 1986 年にかけ

て海外市場に投入された．

　その後，SB15 型についても，SB30 型の経験を基に出力

増を図り，1987 年までにタービン入口温度を 1	000℃まで上

げ，軸流圧縮機の後部に遠心圧縮機を追加して圧力比を増加

させ，性能改善を達成した．

　オイルショックを境に，ガスタービンの高温・高効率化が

加速される機運にあり，熱の総合利用の観点から，コージェ

ネレーションプラントや複合サイクル発電プラントでの採用

の兆しが現われてきた．

　そこで，SB30 型で開発した冷却技術の成果を活かして，

発電用と共に機械駆動用にも適用可能な SB60 型 2 軸型ガス

タービンを 1976 年から開発した．本機は，熱効率 30% 以上

を目標に，タービン入口温度 1	000℃とし，将来の高温化，

高圧力化を考慮して，高温部の構造改良と圧縮機の段数増加

が図られ，1986 年には国内最大の都市ガス焚きコージェネ

レーションプラン卜として納入した．

　その後，「ムーンライト計画／高効率ガスタービンの研究

開発」の成果を取り入れて，タービン入口温度を 1	100℃に

上げ，発電により適した 1 軸機に発展させ，1988 年にコン

バインド型コージェネレーションプラントとして納入した．

また，SB60 型のスケールアップ機として，SB シリーズ最大

機種の	 SB120 型を 1986 年に開発し，オフガス燃料用のコー

ジェネレーションプラントとして納入した．

　従来は電力や熱（蒸気）の使用量が比較的少なかったため，

自家発電設備を必要としなかった都市圏近郊の工場，ある

いは大型化するオフィスビルにおけるコージェネレーショ

ン需要の高まりを背景に，これらの市場をターゲットとし

た 1	000	kW 小型ガスタービン SB5 型の開発が，1985 年〜	

1988 年に東京ガス株式会社，大阪ガス株式会社及び東邦ガ

ス株式会社のガス 3 社との共同で行われた．本機は，タービ

ン入口温度 1	000℃，発電効率 25% で，廃熱ボイラと燃料ガ

ス圧縮機を含むコージェネレーションシステムとして標準化

が図られ，日本における先駆的なコージェネレーションの導

入促進が評価されて，ガスタービン学会賞等を受賞した．

1.3　環境保全への対応

　ガスタービンの高効率化，高性能化に対するプロジェクト

に，当社も積極的に参画して，技術開発に取り組んできた．

さらに，ガスタービン排気ガス中における NOx 排出量の低

減が，地球環境保全の観点から，厳しい社会要求として課せ

られるようになった．1980 年代半ば，国内市場への設置が

増加したことと相まって，燃焼器の研究は低 NOx 燃焼技術

の開発に集中した．こうして，希薄拡散燃焼器と蒸気又は水

噴射の組合せは，1985 年以降に国内に設置されたすべての

発電設備に適用された．しかし，蒸気又は水の使用は総合熱

効率を低下させるため，この方式に代わる低 NOx の燃焼器

の開発が求められていた．当社は 1989 年〜 1992 年にかけて

予混合燃焼方式による低 NOx 燃焼器の開発を進め，LNG ガ

スを燃料に用いた SB5 型ガスタービンの実機試験で，NOx

排出量 25	ppm（O2 濃度 16%）を達成した．

　さらに，温室効果ガス排出削減の観点から，クリーン燃料

を用いた高効率のコージェネレーション用ガスタービンのラ

インアップを強化すべく，1996 年に中型産業用ガスタービン

の世界トップメーカである米国ソーラータービンズ社（以下，

Solar 社）とパッケージング契約を締結し，三井・ソーラー

ガスタービンコージェネレーションシステムの MSC（Mitsui	

Solar	Cogeneration）シリーズをラインアップに追加した．

　写真 1 は，ガスタービン発電パッケージの外観（エンクロー

ジャを取外した状態）である．MSC シリーズは，ガスター

ビン自社開発のパイオニアである当社のエンジニアリング技

術と Solar	 社の高効率ガスタービン技術を融合させたもので

あり，省エネルギー化及び地球の環境保全を推進する最近の

市場ニーズに適合した発電設備である．写真 2 に，MSC70

コージェネレーション設備全景を示す．本報では，主に

MSC シリーズについて以下に紹介する．

2.　製品ラインアップ

2.1　MSC シリーズの紹介

　	 MSC シリーズは，Solar 社製のガスタービンを採用した

コージェネレーションシステムである．その発電出力として

は 3	MW クラスから 13	MW クラスまで幅広い範囲のライン

アップがあり，表 1 に MSC シリーズの標準性能を示す．

　コージェネレーションシステムとは，ガスタービンなどの

原動機で発電機を駆動して電力を得ると同時に，原動機排気

ガスの持つ熱エネルギーを蒸気または温水として取り出すエ

写真 1　ガスタービン発電パッケージの外観
（エンクロージャを取外した状態） 写真 2　MSC70 コージェネレーション設備全景
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ネルギーシステムである．製紙工場やタイヤ製造工場などの

産業用の場合，ガスタービンの高温排気ガスを熱源として発

生させた蒸気は，工場のプロセス送気として利用するのが一

般的である．ホテルや病院などの民生用の場合は，蒸気また

は温水として熱回収を行い，給湯や暖房，その他に吸収式冷

凍機を介して冷房に利用することがある．図 2 に，MSC シ

リーズのシステムフローを示す．

　MSC シリーズは，ガスタービン本体を Solar 社から輸入し，

その他の機器を全て当社にて設計・製作・組立を行い，発電

パッケージとして販売している．

　以下に，MSC シリーズの特長を示す．

（1）発電パッケージの構成

	・ガスタービン本体及び発電機は鋼製台板上に設置され，

エンクロージャに納められる．

	・ガスタービンは回転機械であるため，振動に対して十分

注意を払う必要がある．図 3 に鋼製台板の有限要素法

（FEM）解析結果を示す．この結果は，ある固有振動数に

おける鋼製台板の振動モードを示したものである．この

ような解析結果をもとに，振動の高い場所にはリブを追

加したり，場合によっては構造を変更するなどの対応を

行い，振動の少ない最適な設計を実現している．

	・燃料制御ユニット，潤滑油ユニットなどの周辺機器も全

て鋼製台板上に設置されており，コンパクトなパッケー

ジとしている．

	・エンクロージャの防音性能は機側 1	m において 85	dB（A）

を標準仕様としているが，設置箇所に合わせて更なる騒

音の低減が可能である．

（2）周辺機器

	・燃料系統，潤滑油系統や排ガスボイラを含む吸排気系統

は当社にて設計・製作を行い，操作性を考慮しつつコン

パクト化を狙った設計とすると共に標準化を図ることで

高い信頼性を実現している．

（3）燃料システム

	・燃焼器インジェクタを選択することにより，ガス燃料と

液体燃料のどちらでも使用できる．

	・デュアルフューエルインジェクタを使用することにより，ガ

ス燃料と液体燃料を運転中に切り替えることができる．

（4）制御システム

	・ガスタービンの自社開発で培ったノウハウを適用した当

社独自の制御システムを採用し，低 NOx 燃焼（希薄予混

合燃焼）の短所であるガスタービンの負荷変動時の失火を

防止している．

	・系統連系や自立運転など顧客のニーズに合わせた運転モー

ドに設定できる．

（5）メンテナンス

	・運転制御室に設置される制御パネルには，液晶タッチパ

ネル方式を採用しており，日常の運転状態の監視を容易

にしている．

	・ガスタービン本体については，全ての機種でエンジン交

換方式によるオーバーホールサービスを行い，ガスター

ビンのオーバーホール時にあらかじめ用意された新品同

様に整備されたガスタービンと交換を行う．これにより，

従来の現地開放検査時に 1 ヶ月近く必要であった設備の

停止時間を約 1 週間にまで短縮できる．

	・インターネットと電話回線を利用した運転状況の遠隔監視

システムを標準装備しており，ユーザが日常の運転保守

管理を効率よく行えるように，消耗品交換時期の連絡や

予備品購入の推奨などタイムリーなメンテナンスサポー

トを提供する．

高効率ガスタービンコージェネレーションシステム

システム名称 MSC40 MSC50 MSC60 MSC70 MSC90 MSC100 MSC130

ガスタービン セントール 40 セントール 50 トーラス 60 トーラス 70 マーズ 90 マーズ 100 タイタン 130

燃料 都市ガス 都市ガス 都市ガス 都市ガス 都市ガス 都市ガス 都市ガス

NOx 対策 SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx

発電端出力（kW） 3	370 4	440 5	480 7	710 9	110 10	980 14	530

プロセス送気蒸気量（kg/h） 8	860 11	400 13	060 15	990 20	370 23	210 28	560

発電端効率（％） 27.1 28.6 30.8 33.6 31.1 32.2 34.5

蒸気回収率（％） 49.8 51.4 51.3 48.7 48.6 47.7 47.4

総合効率（％） 76.9 80.0 82.1 82.3 79.7 79.9 81.9

表 1　MSC シリーズの標準性能

図 2　MSC シリーズのシステムフロー

図 3　鋼製台板の FEM 解析結果（振動モード）
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（6）オプション

 ・排ガスボイラに追焚きバーナを設置することにより，更

に多くの蒸気を回収できる．

　また，発電パッケージにガス燃料を供給するガス燃料圧縮

機ユニットも当社にて設計・製作を行っている．このため，

発電パッケージだけでなく，ガス燃料圧縮機ユニットや排ガ

スボイラなどの排熱回収設備などに対しても長年の経験に裏

付けられた高水準の包括的メンテナンス体制を整えている．

2.2　コンバインド型コージェネレーションシステムの紹介

　当社は，高い総合効率が得られるシンプルなコージェネレー

ションタイプの MSC シリーズの他に，蒸気タービンを組み

合わせた熱電可変型の高効率コンバインド型コージェネレー

ションシステムもラインアップしている．本システムは，蒸気

タービンメーカでもある当社の回転機械技術ならびに熱回収

システム技術を高度に融合させた先進のコージェネレーショ

ンシステムである．熱電可変型とは，ガスタービン排気ガスを

熱源として，排熱回収ボイラで発生させた蒸気をプロセス送

気と蒸気タービン発電用蒸気に任意の割合で振り分けること

によって発電量の調整ができるシステムである．コンバインド

型コージェネレーションシステムの特長を以下に示す．

 ・電力最大運転にて，全機種で 40% 以上の発電効率を達成

できる．

 ・蒸気タービンはクラッチシステムと両軸駆動発電機の採

用によりタンデム配置とし，省スペース化を実現した．

 ・高温排気ガスを利用して発生させた蒸気をガスタービン

内に注入して出力増加を図る蒸気注入型と異なり，ガス

タービン本体は常にドライに保たれガスタービンの高温

部品への影響がない．

　表 2 に，コンバインド型コージェネレーションシステム

の標準性能を示す．

3.　ガスタービンの燃焼技術

　地球環境保護のために低炭素社会を目指している中，ガス

タービンの排ガスについて特に問題視されるのは NOx であ

り，NOx 発生量を低減させるための燃焼技術の改良は，重要

な課題である．以下，Solar 社の燃焼技術について紹介する．

3.1　SoLoNOx システム

　NOx には，主に以下の二種類が存在する 1）．

（1）フューエル NOx	：燃料中の窒素から発生する NOx

（2）サーマル NOx	 ：燃焼時の高温による空気中の窒素の酸

化により生成される NOx

　フューエル NOx は，通常使用されている都市ガス中には

窒素が含まれていないため発生することはない．サーマル

NOx の低減には燃焼温度を下げることが必要であり，燃焼

領域に水や蒸気を注入することが有効である．しかしながら，

この方式では NOx 発生量が低減する代わりに CO 発生量が

増加し，また燃焼が不安定となる．図 4 に，空燃比と NOx

発生量及び CO 発生量の関係を示す．

　Solar 社のガスタービンには，水噴射や蒸気噴射を行うこ

となく，排出 NOx 濃度を極めて低いレベルに抑えることが

できるドライ型希薄予混合燃焼システム（以下，SoLoNOx シ

ステム）を採用している．従来の燃焼システムと SoLoNOx

システムの概念を図 5 に示す．従来の燃焼システムは，圧縮

機にて圧縮された高温高圧の空気の中に燃料ガスを直接噴射

して燃焼させる方式である．この方式では，燃料ガス濃度の

濃淡ができ，局所的な高温領域が発生し NOx 発生量が増加

する．これに対して，SoLoNOx システムは燃料ガスと空気

を予め混合させて燃料ガス濃度の濃淡をなくした希薄混合気

体とすることで，局所的な高温領域を発生させず，NOx 発生

量を低減させるシステムである．Solar 社は，1990 年代初め

にこの SoLoNOx システムを採用したガスタービンをリリー

スし，排出 NOx 濃度 42 ppm（O2 濃度 16% 換算値，以下の

数値は本換算で示す）を達成した．その後更なる改良を行い，

1990 年代半ばには排出 NOx 濃度を 25 ppm にまで下げるこ

とに成功し，燃焼器ライナの開発により希薄予混合燃焼の欠

点である不安定燃焼を発生させずに，現在では排出 NOx 濃

度 15 ppm で安定燃焼するガスタービンを開発している．

3.2　今後の展開

　NOx 規制が年々厳しくなってきている中，Solar 社では更

なる低 NOx 技術開発を他社と共同で進めており，その中の

一部を以下に示す．

（1）触媒燃焼 2）：Precision Combustion 社が開発した触媒燃

焼バーナの適用

（2）表面燃焼バーナ 3）：Alteza 社が開発した nanoSTAR と

呼ばれる表面燃焼バーナの適用（写真 3）

（3）低旋回インジェクタ：Lawrence Berkeley 国立研究所が

開発した低旋回インジェクタの適用（写真 4）

　手法は異なるが，いずれも希薄予混合燃焼時の燃焼の不

システム名称 MACS60 MACS70 MACS90 MACS100 MACS130

ガスタービン トーラス 60 トーラス 70 マーズ 90 マーズ 100 タイタン 130

燃料 都市ガス 都市ガス 都市ガス 都市ガス 都市ガス

NOx 対策 SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx SoLoNOx

運転モード 電力最大
プロセス

送気最大
電力最大

プロセス

送気最大
電力最大

プロセス

送気最大
電力最大

プロセス

送気最大
電力最大

プロセス

送気最大

発電端出力（kW） 7 530 5 480 10 220 7 710 12 230 9 110 14 550 10 980 19 020 14 530

プロセス送気蒸気量（kg/h） 0 12 140 0 14 840 0 18 460 0 21 240 0 26 330

発電端効率（％） 42.3 30.8 44.5 33.6 41.7 31.1 42.7 32.2 45.1 34.5

蒸気回収率（％） 0.0 48.2 0.0 45.7 0 44.5 0.0 44.1 0.0 44.2

総合効率（％） 42.3 79.0 44.5 79.2 41.7 75.6 42.7 76.3 45.1 78.7

表 2　コンバインド型コージェネレーションシステムの標準性能
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安定（燃焼振動）を防止するために，安定した燃焼による低

NOx 化を目的とした技術である．これらの技術は開発段階

であるが，テスト機で NOx 排出濃度 3	ppm 未満を達成して

いる．今後，市場に投入するにあたり，燃焼振動，閉塞，燃

料中の不純物の影響等の懸念事項を確認するために長期間の

運転テストを計画中である．図 6 に，Solar 社の SoLoNOx

システムにおける NOx 低減化の推移を示す．

4.　おわりに

　本報では，高効率ガスタービン発電設備としての三井・ソー

ラーガスタービンコージェネレーションシステム／ MSC シ

リーズについて紹介した．2011 年の東日本大震災以降，安定

電源の確保に向けた活発な動きがあり，分散型発電の要求が

高まる中，工場等の自家発電設備として当社の製品ラインアッ

プの出力範囲は，これらのニーズに合致している．また，当社

は非常用電源としてのガスタービン発電設備の納入実績もあ

り，停電時の常用電源が使用できない状況でも空気による起

動が可能なエアモータ装備機など，様々なニーズに対応が可

能である．当社の一番の強みはガスタービンの自社開発によっ

て得たエンジニアリング技術であり，このエンジニアリング技

術と高効率・低 NOx 型の Solar 社のガスタービンを融合した

三井・ソーラーガスタービンコージェネレーションシステム／

MSC シリーズにて今後も顧客のニーズに沿い，かつ環境に配

慮したガスタービン発電設備を提供していくことで社会に貢献

していきたい．
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図 4　空燃比と NOx 発生量及び CO 発生量の関係

図 6　SoLoNOx システムにおける NOx 低減化の推移
図 5　SoLoNOx システムの概念

写真 3　表面燃焼バーナ

写真 4　低旋回インジェクタ
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1.　はじめに

　三井造船システム技研の電子ソリューション事業部では，

組み込み系システムを軸に多分野にわたる顧客に対して，

ニーズに合わせた製品の開発，製造，据付，保守サービスま

でを一貫したサービスとして提供している．本報では，電子

ソリューション事業部の組み込み系システムにおける開発実

績について，分野別に代表的な製品を例に挙げて紹介する．

2.　組み込み系システム機器の開発動向

2.1　分野別開発動向

2.1.1　セキュリティ分野

　ここ数年来，情報の流出による社会的責任の重大さからク

ローズアップされているセキュリティ分野において，入退室

管理による情報の流出防止，安全管理，不審者の入室防止

などの必要性が高まっている．これらのニーズに対応するた

め，電波による個体識別（Radio Frequency Identification：

RFID）技術を利用した非接触 IC カード認証により，人管理

と扉の施解錠管理を実現した．また，工事現場などの入退場

時に両手で荷物を持つことで IC カードをかざすことができな

い場面を想定して，ハンズフリー通行による認証システムに

も取り組み，ハンズフリーセキュリティゲートを製品化した．

2.1.2　通信分野

　当社は，通信分野において，株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモの FOMA 通信アダプタ（FOMA ユビキタスモジュー

ル）によるダイアルアップ接続環境で使用できるオンライン

モニタソフト（PPP Packet Viewer Ⅱ，Ⅲ /HW）の開発及

び自社ブランドでの販売を行っている．また，水質計などの

センサ情報を監視し，FOMA 網を経由してデータを配信す

るテレメトリング（遠隔地にある計測器などのデータを通信

回線を使って収集するシステム）端末（Data Transfer Unit：

DTU）をエヌ・ティ・ティ アイティ株式会社向けに開発し，

さらに量産化中（OEM 供給）である．

2.1.3　自動販売機分野

　自動販売機分野では，商品の購入方法として，Suica や楽

天 Edy に代表される IC カードで購入できる自動販売機が増

えてきている．当社では，社員証（IC カード）により識別で

きる人を対象に，社員証で商品を購入でき，商品代は後日給

与控除する決済機能を持った自動販売機カードリーダユニッ

トを製品化し，販売中である．

2.1.4　クリーンエネルギー分野

　クリーンエネルギー分野では，太陽熱発電システムに使用

されるヘリオスタットに使用するモータ制御装置を開発し

た．ヘリオスタットとは，太陽を自動追尾し，光を鏡で反射

させて決められた的（レシーバ）に集光させるための装置で

ある．このほか，独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）プロジェクトの「港湾設備を中心とした

産業用機械の EV/HEV を実現する大型蓄電池の実用化開発」

に三井造船と共に参画し，リチウムイオン電池のモジュール

化についての研究開発を実施中である．

2.1.5　舶用分野

　舶用分野では，舶用ディーゼルエンジン用制御装置，各種

操船装置などに対応した制御システムの開発，製造，保守サー

ビスまで一貫したサービスを展開している．

2.2　要素技術から見た開発実績

　2.1 で紹介した各分野への取り組みを下支えしている要素

技術について紹介する．

2.2.1　組み込み系機器におけるハードウェアへの対応

　組み込み系機器の基本的なハードウェア構成を図 1 に示

す．CPU，メインメモリ，プログラム格納メモリ，周辺デ

バイスより構成される．この構成は，パーソナルコンピュー

タ（PC）についても同様であるが，不特定多数のユーザを対

組み込み系システム機器の技術
−セキュリティゲート，遠隔監視システムなどに搭載−

三井造船システム技研株式会社　　青　山　直　裕

図 1　組み込み系機器の基本的な構成



7

組み込み系システム機器の技術　−セキュリティゲート，遠隔監視システムなどに搭載−

象に幅広い用途に使用されることを前提とした PC は，ハイ

スペックで高価な部品より構成されるため，組み込み機器用

途に用いる場合には，オーバースペックになりがちで，消費

電力の大きさも問題となる場合が多い．このため，組み込み

系機器については，特定の用途に限定し，搭載する部品の最

適な選定及び必要機能のみの搭載により，小型，低価格，低

消費電力を追求した専用装置として開発する．組み込み系シ

ステムに使用する CPU は，ARM 系，PowerPC 系，ルネサ

スエレクトロニクス株式会社製の SH シリーズ，V シリーズ

などが代表的であり，PC 向け CPU と比較して動作周波数，

消費電力及びサイズを抑え，低コストである．また，OS と

して PC と同じ Windows を搭載する場合には，x86 系 CPU

を選択する必要があり，冷却用ファン無しでの動作が可能

な Advaced Micro Devices,Inc. 製の Geode，Intel Corp. 製

Atom などを採用する．なお，最近の CPU はメインメモリ，

プログラム格納メモリ，周辺デバイスを内蔵した 1 チップマ

イコンも多く，小型でありながら，豊富な周辺デバイスを持

つ多機能な製品も増えてきており，用途によって使い分けて

いる．表 1 に，主な CPU の採用実績について示す．

2.2.2　少量多品種の組み込み機器への対応

　図 1 に示すように，CPU と周辺デバイスの接続に使用し

ている部品に FPGA（Field Programmable Gate Array）が

ある．FPGA はハードウェア記述言語による回路設計が可

能な部品であるため，CPU と周辺デバイスを接続するため

の論理的な信号変換機能の実現と独自機能を持つ電子部品を

開発することができる．このため，IC を組み合わせて機能

実現することに比較して，機器の小型化に貢献できる．さら

に，プリント基板への部品実装後に回路構成の書き換えがで

きるため，柔軟な機器開発を可能にする特長を持っている．

また，FPGA 内部に CPU コアを含む製品もあり，CPU 及び

周辺回路を集約した SoC（System on Chip）を実現すること

も可能となる．

2.2.3　ハードウェアへ組み込むソフトウェアへの対応

　近年，組み込み系システムにおいてもアプリケーションの

複雑さに伴い，ハードウェア資源の管理，マルチタスク実行

の管理，タスク間通信の管理が効率良く行える OS を搭載す

ることが多くなってきている．組み込み系システムに使用す

る OS はリアルタイム OS，組み込み Linux，Windows CE

といった OS が代表的であり，装置の目的に応じて最適な

OS を選定することが重要となる．制御系システムにおいて

は，スループットの向上が第一優先に求められることが多い

ため，リアルタイム OS を採用する．リアルタイム OS の採

用により複雑な処理の優先度をスケジューリングし，マルチ

タスク実行により，外部イベントに対する応答速度の向上を

実現している．業務系あるいはリアルタイム性が低いシステ

ムについては，周辺デバイスへの柔軟な対応が可能な組み込

み Linux を搭載する．また，表示系を重視する Windows 系

のアプリケーションを利用する場合は Windows CE を採用

する．これらの組み込み系 OS は，必要な機能のみに最適化

することが可能であり，プログラム格納メモリを PC に比較

して極端に小さくできるため，オンボード上に構成できるコ

ンパクトなフラッシュメモリに格納することができ，機器の

小型化，低価格化にも貢献する．

2.2.4　周辺デバイスへの対応

　セキュリティ分野，自動販売機分野においては，RFID 技

術を採用し，非接触型の個人認証を実現している．具体的には，

IC カードをかざす近距離通信には HF 帯（13.56 MHz）を利用

する NFC（Near Field Communication）リーダモジュールを

採用し，IC カードとして多くのシェアを持っている FeliCa，

MIFARE 両方のカードに対応した製品を開発した．また，数

メートル程度の通信距離が必要な認証システムには UHF 帯

タグを採用し，対応できる認証システムの適用範囲を拡大し

ている．通信分野においては，株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモが展開している FOMA ユビキタスモジュールのハンド

リング技術をベースに，FOMA 網へのアクセスに対応した装

置を開発した実績がある．3. ではここに紹介した組み込み系

の要素技術を使用して開発した代表的な製品を紹介する．

3.　製品の紹介

3.1　ハンズフリーセキュリティゲート（舷門管理装置）

3.1.1　開発の背景

　様々な現場において，セキュリティ及び安全管理の必要性

から，認証ゲートを設置する機会が増加してきている．しかし，

作業現場においては，荷物や工具の運搬，作業現場での安全

性などの面で，従来のカードをかざす運用には問題があった．

　このような背景より，通過者をハンズフリーで認証し，フラッ

アーキテクチャ コア

ARM 系 ARM9 ARM11 Cortex-M3

SH 系 SH3 SH4 SH2A SH4A

X86 系 Geode

表 1　CPU 採用実績の一例

写真 1　ハンズフリーセキュリティゲートの外観
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パーゲートによる高いセキュリティ機能を実現するハンズフ

リーセキュリティゲート装置を開発し，2012 年 8 月から三井造

船玉野事業所にて 1 号機の運用を開始した（写真 1）．

3.1.2　セキュリティゲートの概要

　セキュリティゲートは以下の機能により，ハンズフリー通

行が可能で，高いセキュリティ機能を実現している．

①ヘルメットに UHF 帯タグを装着し，セキュリティゲート

通過時に自動で読み取る．

②セキュリティゲート内部の人感センサとフラッパーゲー

トで UHF 帯タグを持たない不法侵入者，共連れ通行の

検出を行う．

③ UHF リーダアンテナで UHF 帯タグの移動検出を行い，

1 台のゲートによる両方向の通行管理が可能である．

3.1.3　セキュリティゲートの特長

　セキュリティゲートの仕様を表 2 に示す．艦船の岸壁接

岸状態での乗下船チェックなどにも対応するため，移設性，

塩害・砂塵などの耐環境性を考慮した設計となっている．

　また，本セキュリティゲートは，当社の入退セキュリティ

システム“MSSX”と組み合わせることにより，以下のよう

に門，建屋，部屋の出入りに合わせた統合的なセキュリティ

と安全管理が可能である．

①作業者の作業現場への入退場を遠隔地からリアルタイム

に把握でき，セキュリティの向上と安全面の管理が可能

である．

②作業現場出入場所へ容易に設置，導入が可能である．

③ヘルメット内部の UHF タグによりゲートを通過するだ

けで，入退時記録収集が可能である．

④不正通行検出時，警告灯，ブザーで警報出力し，管理者

へ即時通知することができる．

⑤監視カメラとの組合せにより，不正入場のチェックが可能

である．

⑥火災などの事故発生時，避難の妨げにならないように手

動操作によるゲート開放が可能であり，また，安否確認

を目的とした残留人数の確認も可能である．

3.2　FOMA 通信対応遠隔監視端末“DTU”

3.2.1　開発の背景

　各地で稼働しているテレメトリングシステムは，専用 / 公

衆電話回線を利用して遠隔地の計測器よりデータ収集を行っ

ているが，機器，通信回線の老朽化に伴う通信品質の低下，

メンテナンス費用の増大という課題が出てきている．そこで，

公衆無線通信網「DoPa パケット通信」が全国的に整備され

たことから，2002 年に無線テレメトリング装置“DTU”をエ

ヌ・ティ・ティ アイティ株式会社向けに開発し，OEM 供給

を行ってきた．現在は，通信網の進化に併せ，FOMA パケッ

ト通信に対応した“DTU”を開発し，OEM 供給を行っている．

3.2.2　“DTU”の概要と特長

　“DTU”を使用したシステム構成を図 2 に示す．また，

“DTU”の仕様を表 3 に示し，以下にその特長を記す．

（1）データ通信機能

　FOMA パケット通信に対応した「FOMA ユビキタスモ

ジュール」内蔵により，外付けの無線通信機器が不要である．

（2）プロトコル変換（モデムエミュレーション）機能

　無手順通信，モデム通信プロトコルを TCP/IP プロトコ

ルに変換する機能を装備しており，有線（専用線，公衆電話

回線など）通信機器（DTE）を容易にかつ短期間で無線通信

へ移行させることが可能である．

（3）データロギング機能

　コンパクトフラッシュ用スロットを装備し，監視情報の保

存が可能である．

標準機器構成

人感センサ

UHF アンテナ

表示灯（緑，黄，赤）

警告回転灯，ボイススピーカ

オプション機器

フラッパーゲート

監視カメラ

IP インターフォン

無線 LAN

センサライト

夜間施錠扉

検出精度 99% 以上（標準的な通行の場合）

ログ件数 10 000 件（セキュリティゲート内部）

ゲートサイズ 約 1 350（W）×1 500（D）×2 350（H）mm

通路幅
約 1 000 mm

※ フラッパーゲート最狭部：約 850 mm

重量 約 700 kg（オプション機器含む）

耐環境性

塩害塗装

直接風雨にさらされる機器：IP55

ゲート装置内部の機器：IP43

使用環境
屋外仕様

動作温度：0 〜 50℃

電源 AC100 V/1 kW 以内

移設性 クレーン搬送（アイボルト装備）

表 2　ハンズフリーセキュリティゲートの仕様

図 2　“DTU”を使用したシステム構成図
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（4）高い拡張性とカスタマイズ機能

　遠隔地からプログラム / データのダウンロードや設定を行

うことが可能である．また，外部センサ機器からの接点入出

力，アナログ入力を取り込むためのオプションボードを用意

しており，高い拡張性とカスタマイズ性を備えている．なお，

オプション基板のカスタム対応により，様々なセンサ類の無

線化が実現可能である．

（5）停電検出，スタンバイ機能（省電力設計）

　主電源停電検出機能により，データのバックアップ，セン

ターサーバへの異常通知，シャットダウン処理を行うことが

可能である．停電中は内蔵のニッカドバッテリにより駆動す

る．また，太陽電池駆動にも対応している．スタンバイ機能

により“DTU”をスリープさせることで，約 10 mA の低消

費電力を実現し，太陽電池などの消耗を軽減している．

3.2.3　開発した装置と導入事例

（1）自動水質テレメータ装置

　各地の給水栓に設置された自動水質計器より計測データを

定期的に取得し，取得データ（濁度，色度，残留塩素，pH，

電気伝導率，水温，水圧）をセンターサーバへ送信し，水道

水の安全性チェックに役立てられている．

　関東地区に約 210 カ所設置し，稼働中である．

（2）配水本管テレメータ装置

　給水所から配水区域に水を配るために布設された配水本管

各所の水圧値，流量値をセンサより定期的に読み取り，セン

ターサーバに送信する．配水管の水圧を均一に保ち，安定し

た配水を行うための一役を担っている．

　関東地区に約 300 カ所設置し，稼働中である．

3.3　自動販売機カードリーダユニット

3.3.1　開発の背景

　Suica や楽天 Edy などの汎用的なプリペイドシステムを利

用した自動販売機キャッシュレスシステムは，既に一般化し

ているが，その多くは，公衆通信網による課金情報の収集及

びオンライン決済サービスを利用するものであり，公衆通信

網の利用が必須となる．一方，セキュリティを重視する企業

の工場においては，公衆通信網の利用は制限されるため，オ

フラインで決済したいというニーズがある．また，企業内で

の運用として，既存の社員証（IC カード）を活用することに

よる決済システムを構築し，給与控除への対応，さらには食

堂や売店システムのキャッシュレス化といった，決済サービ

スの一元化を図りたいというニーズもある．これらのニーズ

に対応するため，自動販売機カードリーダユニットを開発し

た．なお，開発コンセプトとして，便利さ（プリペイドなど

の入金が不要），導入の手軽さ（既存の社員証を使用）を追求

した．

3.3.2　自動販売機カードリーダユニットの運用

　自動販売機へのカードリーダユニットの装着状況を写真 2

に示す．

　自動販売機内部においては，自動販売機コントローラと自

動販売機の専用制御インターフェースである，JVMA（一般

社団法人 日本自動販売機工業会）の定める通信規格により

接続する．購入者は，商品を選択し本ユニットへ非接触 IC

カードをかざすことで，商品を購入できる．その際，本ユ

ニットはカード情報と選択した商品の情報（販売データ）を

読み取り，内部のメモリへ蓄積する．蓄積された販売データ

は，自動販売機へ商品を補充する作業員により，本ユニット

へ USB メモリを差し込むことで，自動的に収集される．収

集された販売データをベンダーにて集計の上，購入者へ課金

することにより，オフライン決済の仕組みを実現している．

3.3.3　特長

　自動販売機カードリーダユニットの仕様を表 4 に示す．

　本ユニットは，自動販売機という独自仕様を持つ装置の内

外形寸法（mm） 200（W）×110（H）×53（D）（突起物を除く）

重量 1.3 kg

使用温度範囲 −15℃〜 60℃

主電源 DC12 V/AC100 V（専用 AC アダプタ）

バックアップ電源 ニッカドバッテリにより最大 10 分間駆動

消費電力
DC12 V 利用時：Max 12 W

AC100 V 利用時：Max 15 W

OS Linux Kernel 2.4

CPU SH3（SH7709A）

メモリ SDRAM：16 MB，FLASH ROM：8 MB

通信対応機器
FOMA：FOMA ユビキタスモジュール

（専用スロット内蔵）

インターフェース

Ethernet（RJ45，10Base-T）

RS-232C（標準）×1

保守用 RS-232C 端子 ×1

オプション基板により，アナログ（電流，

電圧）入力，デジタル入出力対応

リムーバブルメディア
CF Type Ⅱスロット ×2

（1 スロットは活線挿抜不可，同時利用可能）

ネットワークプロトコル PPP，PPPoE，ICMP，TCP/IP

表 3　“DTU”の仕様

カードリーダユニット

写真 2　自動販売機へのカードリーダユニットの装着状況
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部において，販売データという完全性が要求される情報を取

り扱う装置であるため，自動販売機独自の仕様への対応，並

びに販売データの紛失・改ざんというリスクへの対応を以下

により実現している．

（1）自動販売機独自仕様への対応

　自動販売機独自の制御仕様である JVMA モバイルベン

ディング仕様で規定された起動時間，応答速度を満たすため，

通信処理とデータ収集処理を分離したシステム構成としてい

る．また，メンテナンス性の良い構造を自動販売機の紙幣識

別装置寸法制約の中で実現している．

（2）販売データの完全性を確保する仕組み

　人手を介して販売データを運ぶことによる販売データの紛

失・改ざん及びユニットの故障や停電などによる販売データ

消失のリスクに対応するため，過去の販売データの保持，販

売データのパスワード付圧縮ファイルによる保存，メモリへ

のバックアップ電源の採用及びメモリの 2 重化を行っている．

3.4　ヘリオスタット制御装置

3.4.1　開発の背景

　太陽熱発電システムなどに使用されるヘリオスタットへの

適用を想定したモータ制御装置を開発した．

3.4.2　製品概要

　ヘリオスタット制御装置とは，太陽の移動に合わせて鏡の

方向，角度を追従させるための装置である．鏡を支えるモー

タを制御することによって，この動作を実現している．

3.4.3　特長

　ヘリオスタット制御装置の仕様を表 5 に示し，以下にそ

の特長を示す．

①独立したモータ制御が可能である．

②通信機能により，コントロール PC からの指示及び監視が

可能である．

③台形制御と呼ばれる加速度的に回転スピードを変化させ

る制御を PWM（Pulse Width Modulation）によるソフ

ト制御にて行い，安価な制御装置を実現した．

④劣悪な環境（砂漠など）での運転を考慮し，動作温度の

ほか，防塵などの表 6 に示す項目について試験条件を

満足させることにより，優れた耐環境性能を確保した．

3.5　舶用システム対応汎用制御装置（コアユニット）

3.5.1　開発の背景

　少量・多品種の製品開発を実施する場合，個別の装置に対

して要求を最大限満たし，コストを最小化することが望まれ

る．しかし，個別に最適化された製品開発においては，開発

のためのコスト，開発期間が必要となり，また保守について

も在庫品管理など多大な労力と費用を必要とする．これらの

問題を解決するため，特に個別装置毎に船級承認が必要とな

る舶用制御機器をターゲットとし，コアユニットの開発を

行った．コアユニットは，機能別にモジュール化を行い，モ

ジュールの組み合わせによりシステム構築が可能な汎用的

ハードウェアとして開発し，様々なシステムへの適用を目指

している．コアユニットの採用により，専用ハードウェアの

開発が不要となり，システム開発費の削減と開発期間の短縮

が可能となる．

3.5.2　コアユニットの概要

　電源モジュール，CPU モジュール，アナログ入力モジュール，

アナログ出力モジュール，デジタル入力モジュール，デジタル

出力モジュール，シリアル通信モジュール，LAN（100BASE-T）

モジュール，測温抵抗体入力モジュールなどを標準的なモ

外形寸法（mm）

制御部：99（W）×224（H）×40（D）

接客面：84（W）×86（H）×43（D）

（いずれも突起部を除く）

重量 約 1.1 kg

使用環境 0℃〜 40℃，20 〜 90%RH

電源 AC100 V，9.5 W/Max.

CPU ARM 系

メモリ SDRAM：32 MB，FLASH ROM：8 MB

対応カード TN2（非接触 IC カード）

蓄積ログ

販売データ：5 万件分（停電時保障付）

蓄積データ保持は，別系統のメモリによる

2 重化対応（故障，緊急時）

販売許可設定
カード使用可能パラメータによる判定

ネガデータによる販売制限

インターフェース

表示

8 色 LED×3，ブザー ×1

制御

USB×1（販売データ収集）

2 色 LED×1（制御確認）

RS-232×1（メンテナンス用）

自販機制御

モバイルベンディングシステム

（商品先選択方式）JVMA Ver.1.0.0 準拠

外形寸法（mm） 300（W）×300（H）×120（D）

重量 約 9 kg

使用環境 −5℃〜 50℃，30 〜 90%RH

電源モジュール AC85 〜 264 V　100 W

CPU ARM 系

ミラー駆動 モータ制御

通信機能 RS-232，RS-485

ノイズ耐性

電源変動試験

雷サージ試験

静電気試験

FTB 試験

温湿度耐性 高温，高湿，結露試験

防塵耐性 砂塵試験

表 4　自動販売機カードリーダユニットの仕様 表 5　ヘリオスタット制御装置の仕様

表 6　環境試験項目
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組み込み系システム機器の技術　−セキュリティゲート，遠隔監視システムなどに搭載−

ジュールとしてラインナップし，機能別にモジュール化した．

システム構築する場合，モジュール化した必要な機能を組み

合わせることで柔軟なシステム対応を可能にしている．

3.5.3　コアユニットの特長

　コアユニットの仕様を表 7 に示し，以下にその特長を示す．

①モジュールの組み合わせにより，柔軟なシステム構築が

可能である．

②各モジュール間は専用バスにて接続することで高速化を

実現した．

③ OS にはリアルタイム OS の μITRON を採用し，制御

装置に必要なリアルタイム性を重視した．アプリケー

ションソフトの開発は，一般的な C 言語での開発が可

能である．

4.　今後の動向

　組み込み機器においては，従来の PC に代わってタブレッ

ト端末やスマートフォンに代表される高機能・低価格モバ

イル端末が普及し，BYOD（Bring Your Own Device，個人

が私物のスマートデバイスや PC を持ち込み業務に使用）の

動きが活発化している．また，M2M（Machine to Machine）

時代の到来によるマーケットは，さらに高機能かつ低価格な

組み込み機器が求められる方向に向かうであろうと予想でき

る．このような状況を踏まえ，市況の変化，最新技術の動向

を注視し，他社製品との差別化を図った製品の展開に取り組

んでいくことが重要である．

5.　おわりに

　当社の電子ソリューション事業部が取り組んでいる組み込

み系システム機器の開発について紹介した．当事業部は舶用

ディーゼルエンジンの制御装置を軸に，長年の制御機器開発

から製造，アフターサービスを行ってきた実績を有している．

この強みを活かし，社内外との連携を強化しながら，今後も

お客様のニーズに合ったより良い製品を開発し，事業分野の

拡大に取り組んでいきたい．

　なお，本報に記載した会社名，製品名は，各社の商標又は

登録商標である．また，本報に記載の製品仕様について，予

告なく変更する場合がある．

共同執筆者：三村和也　　野口知史
　　　　　　桐野　睦

〔問い合わせ先〕

　三井造船システム技研株式会社

　電子ソリューション事業部　設計部

　　TEL 0863−23−3480　青山　直裕

外形寸法（mm） 31.5（W）×145（H）×92（D）

重量 各モジュール約 200 g

使用環境 0℃〜 60℃，20 〜 90%RH

電源モジュール DC24 V 入力，5 V 出力，12 V 出力

CPU モジュール

CPU：SH シリーズ

SDRAM：64 MB，FLASH ROM：32 MB

LAN（100BASE-T，10BASE-T）×1

アナログ入力

モジュール

チャネル数：6ch（絶縁入力）

分解能：16 bit，

入力レンジ：±10 V，±5 V，0-10 V，0-5 V，

4-20 mA に対応

アナログ出力

モジュール

チャネル数：6ch（絶縁）

分解能：16 bit

出力レンジ：±10 V，±5 V，0-10 V，0-5 V，

4-20 mA に対応

デジタル入力

モジュール

チャネル数：32ch（絶縁）

ただし 4ch 単位での共通コモン

デジタル出力

モジュール

チャネル数：32ch（絶縁）

ただし，4ch 単位での共通コモン

シリアル通信

モジュール

チャネル数：6ch（絶縁）

RS232C/485/422 通信が可能（切り替え式）

LAN モジュール 100BASE-T，10BASE-T　×2

測温抵抗体入力

モジュール

チャネル数：6ch（絶縁）

ただし白金測温抵抗体（Pt100）接続用

拡張モジュール モジュールの増設用

船級規格 NK 取得（ABS ほか取得予定）

表 7　コアユニットの仕様
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次世代型高能率自動化コンテナターミナルの開発

Development of Automated Container Terminal for Next Generation

Nobuya KAYASUGA, Norihiro FUKAZAWA

   The ASC（Automated Stacking Crane）System is widely used for Automated Container Terminals over 20 years. 
Since the ASC carries a container with its gantry traveling motion, its handling productivity is low while its energy 
consumption is extremely high.
   The RailCart System introduced in this paper has the features to achieve minimum lag time between transportation 
modes. Compared with the ASC System, the RailCart System has a better handling productivity, and its electric 
power consumption is 1/2 of the ASC System（Low Operational Cost）. With the arrival of a low-carbon society, the 
RailCart System will be the best solution for the Automated Container Terminal of the next generation.

　自動化コンテナターミナルは 20 年近く ASC（Automated Stacking Crane）方式が定着しているが，この方式は大型ク
レーンが自らコンテナを抱えて走行するため，電力消費が大きく，荷役能率の割にはエネルギー効率が高いとは言えない
のが実情である．
　本報で紹介するレールカート方式は，大型クレーンの代わりに小型のレールカートがコンテナを搬送する方式で，各荷
役モード間でのコンテナ受け渡しとコンテナの搬送をそれぞれクレーンとレールカートが分担して行う．そのため，本方
式は ASC 方式と比較して，ターミナル全体の取扱い能力は 30% 以上勝り，コンテナ搬送に費やす電力使用量，即ちエネ
ルギー消費も約 1/2 程度と極めて小さくなる．
　レールカート方式は，次世代の自動化ターミナルとして経済的でかつ高能率な方式であり，その省エネルギー効果は港
湾における低炭素化の実現に大きく寄与するものである．

栢　菅　信　哉＊　　深　澤　紀　博＊＊

図 1　次世代型高能率自動化コンテナターミナル
Automated Container Terminal for Next Generation
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1.　はじめに

　コンテナターミナル（以下，ターミナルと略す）は，これ

まで荷役能率やハンドリングコスト低減が最優先とされてき

た．ハンドリングコスト低減の実現手段は自動化ターミナル

で，その代表的なものが自動スタッククレーン（Automated	

Stacking	 Crane：ASC）方式である．この方式は世界的に約

20 年間近く定着しているが，荷役能率の割には電力消費が大

きく，省エネルギー効率が高いとは言えず，またメンテナン

ス費用も大きい．

　三井造船は，この課題を解決するために，荷役動線の中

での積み替え時（本船荷役における岸壁クレーン，シャー

シ，ヤードクレーン間の積み替え）に，コンテナの受け渡し

待ち時間が少ない方式（シームレス搬送）を採用するととも

に，搬送マシンを軽量化している．これまでのターミナルは，

タイヤ式トランスファークレーン（Rubber	 Tired	 Gantry	

Crane：RTG）を用いた荷役方式であった．当社は，これをレー

ルカートとレール式トランスファークレーン（Rail	 Mounted	

Gantry	 Crane：RMG）を組み合わせて運用することにより，

高い能率を有するシステムを構築した．これにより，荷役の

省エネルギー化が図られ，その結果としてターミナルオペ

レーションの低炭素化が実現される．

　本報では，コンテナ貯蔵ヤードに使用される理想的な次

世代システムとして，ASC 方式の持つ課題を克服する，図

1 及び図 2 に示す新たなコンセプトであるレールカート方式

に基づく荷役方式を紹介する．

2.　従来の自動化ターミナルの限界と課題

2.1　自動化ターミナルの変遷

　世界初の自動化ターミナルは，1993 年に ECT（Europe	

Container	Terminals）/ ロッテルダム（オランダ）に開設された．

これは岸壁と貯蔵ヤード間を自動搬送車（Automated	 Guided	

Vehicle：AGV）がコンテナを搬送し，ヤード内を自動式ヤー

ドクレーンである ASC が自らコンテナを抱えて搬送する方式

であり，岸壁と陸側でコンテナを無人搬送する画期的なシステ

ムであった．これはランダムアクセス性を重視し，コンテナの

荷役能率（1 時間当たりの荷役個数）を高めるコンセプトで，コ

ンテナ配置は 1 段 6 列，ASC は 1 オーバ 1（1 段積み 2 段クリア）

仕様であった．

　その後，自動化ターミナルはハンブルグ（ドイツ），アル

ゲシラス（スペイン），バージニア（米国）等で建設された．

これらターミナルでは蔵置密度を増やすニーズから，1 段，

3 段，5 段と積み段数を高くした．これによりランダムアク

セス性は犠牲となり，当初の設計コンセプトからはかい離

していった．ASC は段積み高さをクリアするために大型化

し，これによる荷役能率低下を挽回するために巻き上げ，走

行速度を高速化せざるを得なくなった．また，同一ブロック

で ASC 台数を 1 台から 2 台にしたことから，海側 / 陸側の

ASC 間でコンテナの受け渡し（バケツリレー）が行われ，こ

れが更なる荷役能率低下の原因となった．

　図 3 に，自動化ターミナル向けのヤードクレーンと従来

ターミナルに使用されているクレーンについて，走行速度と

段積み高さの関係を示す．段積み高さが高くなると蔵置密度

も高くなり，走行速度が早くなるとクレーンのエネルギー消

費量が大きくなると言える．また，ASC は通常のヤードク

レーンに比べて走行速度が極めて早いことが分かる．

　ASC 方式で最新のターミナルは写真 1 に示す米国バージ

ニア州の APMT ターミナルで，ASC の自重は約 170 トン，

走行速度は 300m/ 分と，大型超高速走行クレーンである．

2.2　ASC 方式自動化ターミナル

　従来型の ASC 方式自動化ターミナルでは，ASC の走行が

コンテナ荷役のサイクルタイムに含まれる．したがって，そ

の走行距離を短縮するため，搬入時近場に仮置きして搬出容

易なレイアウトにするためのマーシャリングシフトや，搬入

と搬出作業を連続サイクルで行うデュアルサイクル荷役を多

用するヤードプランニングが必要となる．このため，ヤード

プランニングシステムは複雑になり，また本来のコンテナの

動きとは関係のない余分なコンテナ移動が発生することにな

り，エネルギーを浪費する結果となる．

　また，ASC の走行運転は過酷である．クレーン自重は約

170 トン，コンテナを吊って 240 〜 300	m/ 分で走行し，コ

図 2　次世代コンテナターミナルの要素
Factors Composing Future Container Terminal

図 3　ヤードクレーンの比較
Comparison of Yard Crane Features
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ンテナ段積み高さを均一化するため，常時シャフリング作業

を行う．ASC の年間走行距離は 16 000 km にも達し，これ

は一般の乗用車にも匹敵する．このため ASC のメンテナン

スには通常クレーンをはるかに超える費用がかかる．

　このように，ASC 方式は高密度を追求するがゆえにエネ

ルギー効率を犠牲にしており，低炭素化からかけ離れている

と言わざるを得ない．

2.3　サイドロード型とエンドロード型ターミナル

　既存の RTG/RMG 方式のコンテナターミナルでは，蔵置

ブロックの長手方向に沿ってコンテナの受け渡しを行う．こ

の形式のターミナル（サイドロード型）では，ブロック内に

配置された 1 台（或いは複数台）の RTG/RMG がコンテナの

蔵置位置の横で，本船及び外来シャーシとのコンテナ受け

渡しを行う．本船荷役では，コンテナは通常 10 個前後のま

とまった単位で同じ場所（ベイ）から荷役されるため，これ

にクレーン勢力が偏ると外来シャーシ向けサービスが低下す

る．このため，ターミナル内で外来シャーシの荷役待ちが発

生し，入場シャーシの混乱やゲート待ち渋滞等を引き起こす．

　これに対して，蔵置ブロックの縦位置の終端でコンテナの受

け渡しを行うターミナル（エンドロード型）では，ASC または

ゲートクレーンによる外来シャーシ向け荷役と本船荷役用機器

とは完全に分離独立しているため，本船荷役のピーク時に外来

シャーシへの搬出 / 搬入作業が滞ることはなく，海側，陸側の

バランスがとれたオペレーションが行える．しかしながら，作

業が蔵置ブロック内に多数発生しても，別のクレーンを投入す

ることができないため，システムの総合的な荷役能率は低い．

3.　レールカート方式の自動化ターミナル

3.1　レールカートを用いたシャトル搬送

　レールカートは，表 1 に示す仕様を持ち専用レール上を

往復走行（シャトル）する電動自動走行台車であり，その構

造を図 4 に示す．レールカートは，20 フィートコンテナを

2 個同時に積載し搬送することができる．当社が提案するコ

ンセプトは，図 5 に示す蔵置ブロック内でのコンテナ搬送

にこのレールカートを用いる方法である．

　従来の ASC 方式は，コンテナの掴み（受け渡し），巻き上

げ，横持ち（走行動作），段積み等，複合された荷役モード

を 1 台のクレーンで行うため，サイクルパスが長く荷役能率

は低い．また，クレーン横持ち（走行）時にコンテナ衝突回

避のため，常に上端まで巻き上げ走行するなど無駄な動作が

あり，サイクルタイムとエネルギー効率を犠牲にしている．

　これに対してレールカート方式は，コンテナの横持ちの機

能のみを専用マシンに機能分担（モードの分割）させたもの

である．レールカート方式は，サイクルパス（水平シャトル

動作）が短く，同時に複数コンテナを搬送できる．さらに，

ゲートクレーンによる搬入 / 搬出作業とは連動せずにコンテ

ナ搬送が行えるため，荷役能率は優れている．レールカート

はレール台車式のコンテナ搬送マシンで，蔵置ブロックのベ

イ沿いに設置されたレール上にて，ゲートクレーン位置（基

準点）から蔵置ベイ位置へコンテナを搬送し，空になったレー

ルカートは基準点に戻るシャトル動作を行う．

3.2　レールカート方式のヤードレイアウト

　レールカート方式のコンテナ配列は，岸壁線に対して直角

方向蔵置であり，ASC 方式と同じである．ヤードブロックの

構成は，コンテナ蔵置ブロックの海側と陸側端にゲートクレー

ン，ブロック内には複数台の RMG を配置し，RMG の脚間に

はブロックに沿った 2 列のレールカート用レールがある．

　図 6 にレールカートシステムの主要設備の配置を示す．本

船荷役には小型のストラドルキャリアであるシャトルキャリア

等が使用され，陸側端ではゲートクレーンにより外来シャーシ

写真 1　ASC 方式の自動化コンテナターミナル（米国バージニアの APMT ターミナル）
Automated Container Terminal Operated with ASCs

積載荷重 60 ton（UK）

走行速度 300 m/min

自重 約 20 t

制御方式 AC インバータ制御

通信方式 上位とカート間は無線通信（漏洩ケーブル方式）

電源 外部給電，または車載バッテリ電源（オプション）

センサ 位置検出，障害物検知，コンテナ積載確認他

表 1　レールカートの仕様
Specifications of Railcart
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へのコンテナ受け渡しサービスが行われる．

3.3　コンテナ動線とレールカートの動き

　シャトルキャリア等によって岸壁から運ばれて，海側ゲー

トに達した輸入コンテナは，ゲートクレーンによりレールカー

トに積み込まれ，蔵置ヤードの目標ベイまで搬送され，RMG

により目標位置に段積みされる．荷役終了後に，空になった

レールカートは元の海側ゲートクレーン位置（海側基準点）ま

で走行して待機する．ただし，基準点に戻る前に他の作業指

示が発生した場合は，その指示を優先する．

　輸入コンテナの外来シャーシへの受け渡しは，レールカート

が RMG 下まで走行し，目標コンテナが積み込まれる．その後

レールカートは陸側ゲートクレーン下（陸側基準点）まで移動

し，コンテナはゲートクレーンによりトラックに積み込まれる．

空になったレールカートは次の作業指示がでるまでその場所

で待機する．なお，輸出コンテナはこれの逆サイクルである．

　図 7 にコンテナの動線とレールカートの動きを示す．

3.4　自動 RMG

　図 8 に示す RMG は，レールカートにより搬送されたコン

テナを段積みする自動クレーンである．この RMG と ASC

の違いは，ASC が常にコンテナを吊り高速走行するのに対し

て，RMG は目標ベイにて走行停留した状態でコンテナを段

積み荷役することで，これは通常の自動化されていないター

ミナルで使用されているヤードクレーンと同じ荷役作業の形

態である．このため，RMG の性能は通常のヤードクレーン

と同様とし，これに自動運転を行うための各種センサを備え

たものとしている．自動 RMG の仕様を表 2 に示す．

図 5　レールカートによる蔵置ブロック内のコンテナ搬送
Transportation by RailCart in Container Stacking Block 

図 4　レールカート
General View of RailCart

図 6　レールカート方式の自動化コンテナターミナルの主要設備配置
Characteristic Layout of Automated Container Terminal Operated with RailCart System

定格荷重 40 ton（UK）

スパン 37.4 m

揚程 18.1 m（1 オーバ 5）

巻き上げ速度 45 〜 90 m/min

横行速度 75 m/min

走行速度 135 m/min

速度制御 インバータ制御

給電方式 ケーブルリール給電

スプレッダ ISO20-45 テレスコピック

特長

自動運転 / 遠隔運転

走行位置検出及び自動停止

段積み高さ検出システム

走行衝突防止システム

対レールカートドッキングシステム

表 2　自動 RMG の仕様
Specifications of Auto RMG
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3.5　ゲートクレーン

　蔵置ブロックの陸側と海側端には，それぞれゲートクレー

ンが設置されている．図 9 にゲートクレーンの運用方法を

示す．各蔵置ブロックには，陸側外来シャーシレーン 5 台分

のスペースがある．各シャーシレーン脇には歩道とキオスク

があり，到着したシャーシ運転手は下車してキオスク内に入

る．ここで運転手がコンテナ受け渡し要求のスイッチを入れ

ると，搬入作業の場合は遠隔操縦によるゲートクレーン荷役

運転が開始され，搬出作業の場合は RMG による自動運転と

レールカートの移動が開始される．海側のゲートクレーンは，

対本船荷役用シャトルキャリア等とレールカート間で，コン

テナの積み替えを自動運転で行う．表 3 にゲートクレーン

の仕様を示す．

4.　蔵置密度

　バース当たりのターミナル諸元を表 4 に示す．単位モ

ジュールとして，岸壁 1 バース分（幅約 340 m，奥行き約

図 7　レールカート方式のコンテナの動線
Container Flow of RailCart System

図 8　自動 RMG
Automated RMG（Rail Mounted Gantry Crane）

図 9　ゲートクレーン（陸側）
Gate Crane at Landside End

定格荷重 陸側：40 ton（UK），海側：60 ton（UK）

揚程（海側） 11.6 m（シャトルキャリアの場合）

揚程（陸側） 8.5 m（外来トラック用）

巻き上げ速度 45 〜 90 m/min

横行速度 75 m/min

速度制御 インバータ制御

給電方式 ケーブルキャリア給電

スプレッダ ISO20-45 テレスコピック（海側はツイン 20 ft 式）

特長

無人自動運転システム（常時）

遠隔運転監視

遠隔自動操縦システム（陸側は常時，

海側は非常時運転用）

コンテナ / シャーシ位置検出システム

コンテナ高さ検出システム

横行自動停止システム

対カートドッキングシステム

表 3　ゲートクレーンの仕様
Specifications of Gate Crane
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570 m）に収容可能な自動化ヤードを想定する．

　レールカート方式は，バース当たり 8 ブロックで，ブ

ロック内の配列は 10 列 5 段，蔵置スロット数 4 080TEU

（Twenty feet Equivalent Unit），蔵置密度は 100 m2 当たり

2.11TEU である．一方 ASC 方式では，バース当たり 11 ブ

ロックで，ブロック内の配列は 8 列 5 段，蔵置スロット数は

4 576TEU，蔵置密度は 100 m2 当たり 2.36TEU である．

　バース当たりの荷役機器の台数は，レールカート方式では

RMGが16台（2台/ブロック），ゲートクレーン16台（2台/ブロッ

ク），レールカート 32 台（4 台 / ブロック），外来トラック用ゲー

トは 40 スロットとなる．一方，ASC 方式では ASC は 22 台（2

台 / ブロック），外来トラック用ゲートは 55 スロットになる．

　ASC 方式でブロック内の配列を 8 列と少なくする理由は，

陸側ゲートでのトラックサービスの荷役効率が劣るため，こ

れを補完する目的で，ブロック数をより多く配置する必要が

あるためである．

5.　荷役能率シミュレーション

　コンテナ蔵置ヤードにおいて基準となる荷役パターンに基

づくモデルを作成し，シミュレーションにより異なる 2 方式

の荷役能率を求めた．

　当社は，従来このようなコンテナターミナルのコンピュータ

シミュレーションには，CimStation をベースに自社開発した

CTSS（Container Terminal Simulation System）を利用して

きた．これは待ち行列理論や確率論に基づく既存のシミュレー

タとは異なり，各荷役機器の機能，性能，運転ロジック，挙

動を忠実に反映した 3 次元グラフィックスの高度なシミュレー

ションが行えるソフトである．しかしながら今回は，ASC，レー

ルカート，シャトルキャリア等，機器モデルやオペレーション

ルール等，新たに開発する部分が多いため，CTSS に近い機能

を持ちながらモデル開発が比較的容易なシミュレーションツー

ル（Applied Material 社製 AutoMod）を利用した．AutoMod

によるシミュレーション画面を図 10 に示す．

　シミュレーションでは，まずブロック単位のコンテナ搬出

入，揚げ積み処理能力の最大値を求め，それを元にブロック

数を乗じたバース当たりの荷役能率を算出した（表 5）．こ

れより，海側ゲート（本船荷役）では，ASC 方式は 201 個 /

時に対し，レールカート方式では 253 個 / 時となり，荷役能

率は 25% 向上する．また陸側ゲートでは，ASC 方式は 174

個 / 時に対し，レールカート方式では 228 個 / 時と 31% 向

上する結果となった．

　また，1 ブロック当たりの本船荷役の荷役能率を比較する

と，ASC 方式は 18.3 個 / 時に対し，レールカート方式では

31.6 個 / 時と 2 倍近い違いがある．岸壁クレーンの荷役能率

を 30 〜 35 個 / 時と仮定すると，レールカート方式では岸

壁クレーン 1 台がおよそ 1 ブロックで対応できるのに対し，

ASC 方式では 2 ブロック以上で対応せざるを得ない結果と

なった．したがって，本船荷役を 5 機の岸壁クレーンで対応

する場合では，ASC 方式のターミナルモデルでは 1 船当た

方式 レールカート ASC

ターミナルの諸元

コンテナ列 / ブロック 10 8

段積高さ（段） 5 5

ブロック数 8 11

蔵置スロット（TEU） 4 080 4 576

蔵置密度（TEU/100 m2） 2.11 2.36

荷役機器の台数

ASC 台数 － 22

RMG 台数 16 －

ゲートクレーン台数 16 －

レールカート台数 32 －

トラックゲート数 40 55

表 4　バース当たりのターミナル諸元
Comparison of Automated Container Terminal per Berth

図 10　レールカート方式のシミュレーション例
Example of RailCart System Simulation
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りに異なる 10 ブロック程度を常に割り当てておく必要があ

る．これはヤード運用上極めて非効率であり，岸壁クレーン

にヤード側荷役が追いつかない状況を示している．

　表 5 に示すバース当たりの年間取り扱い能力（外来トラッ

クへのサービス個数，1 日 8 時間ゲートオープン）を比較す

ると，ASC 方式は 38 万個 / 年に対し，レールカート方式で

は 50 万個 / 年と 32% 優れているという結果となった

6.　電力消費量

　5. で述べたシミュレータを用いて，コンテナの動線に沿っ

た実移動距離に合わせた電力量計算を行った．これにより得

られた結果から，レールカート方式と ASC 方式とのエネル

ギー使用量の比較を行った．

　ASC はサイクルタイムを最小にするために急加減速・高

速運転（走行速度 300	m/ 分）する．さらに，高精度の停止

位置決め制御のために高剛性としており，自重は 170 トンに

なる．そのため走行電動機は 400	kW を超え，非常にパワフ

ルなクレーンとなっている．荷重の巻き上げ下げ動作では，

巻き下げ時には回生エネルギーとして 70% 近く電力回収で

きるが，走行動作のエネルギー回収がされにくいため（風，

走行抵抗，傾斜等により失われる），ASC の走行運転で消費

される電力の多くは回収されない．これが ASC 方式の消費

電力を大きくしている主要因である．

　図 11 に，ASC 方式とレールカート方式によるコンテナ 1

本当たりの消費電力量の比較を示す．ASC 方式（6.8	kWh）

に比べて，レールカート方式（3.5	kWh）は約 1/2 程度と極

めて小さい，このことからレールカート方式は環境負荷が少

なく，エコロジーな自動化ターミナルの方式であると言える．

7.　おわりに

　世界で広く普及している ASC 方式の自動化ターミナルと，

新たなレールカート方式による自動化ターミナルとを比較し

た．表 6 に示すように，バース当たりの荷役能率について

は，レールカート方式は ASC 方式に対して，陸側ゲートで

は 31%，海側ゲートでは 25% 高い．また，レールカート方

式では 1 台の岸壁クレーンとヤード側 1 ブロックの荷役能率

がほぼ相応し，これにより単純な荷役動線となることから，

高度な自動化が可能となる．

　ヤード内のコンテナ搬送にかかる電力使用量については，

レールカート方式は ASC 方式に比べて 1/2 程度であり，エ

ネルギー消費量が小さい，すなわちオペレーションコストが

低い方式である．

　これらから，レールカート方式は，次世代の自動化ターミ

ナルとして経済的でかつ高能率な方式であり，この省エネル

ギー効果は，港湾における低炭素化実現に大きく寄与するも

のであると言える．
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方式 レールカート ASC 比率

ブロック数 / バース 8 11 0.73

海側ゲート（単位：個 / 時）

ブロック毎の荷役能率 31.6 18.3 1.73

バース当たりの荷役能率 253 201 1.25

陸側ゲート（単位：個 / 時）

ブロック毎の荷役能率 28.5 15.8 1.80

バース当たりの荷役能率 228 174 1.31

バース当たりの年間取扱い能力（外来トラックサービス）

コンテナ個数 / 年 50 万個 38 万個 1.32

方式 レールカート ASC

荷役能率

（バース当たり）

陸側ゲート 1.31 1.0

海側ゲート 1.25 1.0

エネルギー消費量 0.5 1.0

年間取り扱い能力 1.32 1.0

メンテナンス費用 通常 高い

表 5　海側と陸側ゲートの荷役能率
Comparison of Productivity at Seaside and Landside Ends

表 6　ターミナル方式の比較
Comparison of the Terminal Operation Method

（
kW
h）

カート
ゲートクレーン

ホイスト+トロリー
ガントリー

ASC方式 レールカート方式

図 11　電力消費量の比較（コンテナ 1 本当たり）
Comparison of Power Consumption per Container Move
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含浸

原料EFB

希アルカリ水熱前処理 こう解

ポリフェノール

酵素製剤

乾燥酵母

糖化発酵 発酵残渣

エタノール

キシロース

圧縮

前処理済EFB

図 1　アルカリ水熱こう解プロセスの概要
Composition of Diluted Alkaline Hydrothermal Treatment Process

	 ＊	技術開発本部　千葉技術開発センター	 ＊＊	技術開発本部　技術総括部

バイオマス由来 C5 糖の有効利用法の開発

Effective Utilization of C5 Sugars from Ligno-Cellulose Biomass

Katsuhiro ONO, Juntaro USHIKOSHI, Kazue TAKAOKA

   In terms of growing concern over environmental issues, development of renewable fuel should be promoted as one 
of their countermeasures. The production of bioethanol has generally been made using ligno cellulose biomass as its 
carbon sources in many parts of the world until today.
    Mitsui Engineering & Shipbuilding Co., Ltd.（MES）has been developing the bioethanol production process from 
Empty Fruit Bunches（EFB）. EFB is a lingo-cellulose biomass that is discarded in large amount in palm oil mill. MES 
has been specializing in the study of hydrothermal treatment and saccharification process.
     Thus, MES has established a new hydrothermal treatment process to recover holocellulose much more than 
before and has also established the C6 and C5 sugars utilization process. This process is consisted of dilute alkaline 
hydrothermal treatment and beating treatment and can achieve 1.9 times the saccahrification yield than before.

　地球温暖化問題への関心が高まり，その対応策の一つとして再生可能燃料の開発が急務となっている．これまで，草本
類や木質類などの非可食性リグノセルロース系バイオマス資源を原料としたエタノール製造技術開発が，世界各所で取り
組まれてきている．
　三井造船では従来より，非可食性リグノセルロース系バイオマスであるアブラヤシの空果房（EFB）を原料としたバイ
オエタノール製造技術の研究開発に取り組んできた．この研究開発においては，前処理工程及び糖化工程に関して特に注
力して検討を行ってきた．その結果，EFB に含まれるセルロース及びヘミセルロースを資化可能な C6 糖及び C5 糖とし
て効率的に回収・利用することができるアルカリ水熱こう解処理プロセスを考案し，従来の水熱処理プロセスの約 1.9 倍
の糖化率となることを確認した．

大　野　克　博＊　　牛　越　淳太郎＊　　髙　岡　一　栄＊＊
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1.　はじめに

1.1　リグノセルロース系バイオマスの利活用

　地球温暖化対策の問題に関心が高まる中，再生可能燃料の

開発が急務となっている．その中でも大気中の二酸化炭素を

固定した植物を原料として製造されるバイオエタノールは，

大気中の二酸化炭素の絶対量を増やさないカーボンニュート

ラルな燃料として注目されており，その開発が世界中で試み

られている．しかしながら，サトウキビ , トウモロコシなど

の糖やデンプンを原料としたバイオエタノール製造は，食料

との競合の問題を引き起こしていると指摘されている．

　このため，近年では，草本類や木質廃棄物などリグノセル

ロース系バイオマス資源を原料としたエタノール製造技術の

開発が望まれている．三井造船では従来より，アブラヤシの

空果房（Empty Fruit Bunches：EFB，写真 1）を原料とし

たバイオエタノールの製造技術の開発に取り組んできた 1）．

1.2　アブラヤシの空果房（EFB）

　EFB は，パームオイルを製造する搾油工場から排出される

パーム油の搾りかすで，その発生量は年間 4 000 万トンに達

していると言われている．しかし，EFB の用途開発は進んで

おらず，その有効利活用については長年課題とされてきた．

　一般的に，バイオマス資源は広く薄く分布し , 収集 , 運搬

の費用等が発生するため，利用しにくい資源と言われている．

しかしながら，EFB は搾油工場ヤード内に常時集積されて

おり，収穫，運搬の必要がない．このようなバイオマスを原

料とし，その中に含まれる資化可能な成分を有効利活用する

ことで，上記課題を解決するとともに，地球温暖化問題にも

貢献できる．

1.3　リグノセルロース系バイオエタノールの製造技術

　リグノセルロース系バイオマス原料からのバイオエタノー

ル生産は，ガス化工程を経るプロセス以外では，バイオマス

を糖化し，その糖を酵母によりエタノール発酵した後，蒸留，

精製するというプロセスで行われる．リグノセルロース系バ

イオマスは，セルロース，ヘミセルロース，リグニンの三つ

の主要な成分により高次構造が保たれており，特に糖化及び

前処理技術に工夫が必要となる．

1.3.1　前処理技術

　リグノセルロース系バイオマスでは，通常セルロースは結

晶構造をとり，更にヘミセルロースとリグニンがセルロース

を取り囲むような構造になっている．このために，リグノセ

ルロース系バイオマスをそのまま糖化することは非常に困難

で，糖化工程の前に何らかの前処理を施すことが必要となる．

前処理としては，物理的（粉砕，すりつぶしなど），化学的（酸，

アルカリ，酸化剤，有機溶剤など），物理化学的（蒸気爆砕，

自己加水分解など），生物的（腐朽菌など），あるいはこれら

を組み合わせたさまざまな方法が開発されている．

 これまでに世界各所でさまざまな実証試験が行われており，

最近では実用化に目処を付けた商用規模プラントの建設や稼

動に関する報告も多くなってきている．

1.3.2　酵素糖化技術

　現在では，薬品やエネルギーを使用しない酵素糖化法が主

流である．糖化工程における主役の糖化酵素については，コ

スト削減や活性増強に関する研究開発が世界中で推し進めら

れており，キシラナーゼ活性を高めたとされる商用酵素製剤の

市場投入が 2010 年頃より開始されている．

2.　開発技術

2.1　当社のリグノセルロース系バイオエタノール製造技術

　当社では平成 17 年度から平成 20 年度までの 4 年間，独立

行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）と

の共同事業「木質系バイオマスを主原料とするエタノール製

造技術実証試験事業」として，針葉樹端材の木チップを主原

料としたバイオエタノール製造技術の実証試験を行った経緯

がある 2）．本技術は希硫酸前処理を主体とし，リグノセルロー

ス中のセルロース及びヘミセルロースの単糖化を行った後，

これらの糖をエタノールに転換させるプロセスである．

　草本系バイオマスである EFB を原料とする場合には，希

硫酸を用いる必然性がなくなる一方で，EFB 中に含まれる

資化糖成分を有効活用するための新たな前処理工程の開発を

行う必要性が求められた．

2.2　EFB 由来 C6 糖及び C5 糖の利活用法

　リグノセルロース系バイオマスから得ることができる糖化

物には主にセルロースから生成されるグルコース，ガラク

トース，マンノースなどの C6 糖と主にヘミセルロースから

生成されるキシロース，アラビノースなどの C5 糖がある．

このうち，C6 糖は酵母などを用いてエタノールなどに比較

的容易に変換できるが，C5 糖は遺伝子組み換え酵母などを

用いなければ変換が難しいことが知られている．

　一方で，バイオマスの種類によっては C5 糖成分組成比率

が高いものもあり，本報で報告する EFB は乾燥重量当たり，

セルロースが 39.1%，キシランが 28.2% 含まれていた．キシ

ランを構成する C5 糖を利用することができれば，EFB 乾燥

重量の約 7 割をエタノールなどに転換することが可能になる．

　そこで，本報では，EFB に含まれるセルロース及びヘミ

セルロースから C5 糖と C6 糖を可能な限り回収し，従来プ
写真 1　アブラヤシの空果房

EFB
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ロセスに比べて約 1.9 倍の糖化率を得ることができる前処理

技術について報告する（図 1）．

3.　試験結果及び考察

3.1　水熱処理条件

3.1.1　水熱処理条件のシミュレーション

　一般的に，セルロース，ヘミセルロース，リグニンの分解

温度はそれぞれ異なっており，ヘミセルロースは 180℃，セ

ルロースは 240℃，リグニンは 420℃とされている．

　水熱処理反応においては，ヘミセルロースの分解挙動に大

きな変化が起こると推測されることから，文献 3）の反応速度

定数を用いて，水熱処理温度と処理時間をパラメータとし

て反応のシミュレーションを行った．図 2 及び図 3 は，水

熱処理温度 170℃及び 200℃におけるキシラン分解挙動のシ

ミュレーション結果を示したものである．

　その結果，ヘミセルロースを可能な限り回収するためには，

最適な水熱処理温度があると判断し，水熱処理温度について

検討した．

3.1.2　水熱処理温度の検討

　シミュレーション結果に基づけば，処理時間よりもむしろ

水熱処理温度に上限値があると推察された．

　そこで，処理時間は 12 分間に固定し，バッチ式水熱処理

装置において処理温度をパラメータとした試験を行い，水熱

処理温度が EFB 中のへミセルロースに与える影響を検討し

た．図 4 は，水熱処理後のヘミセルロースの残存率を示し

たものである．

　図 4 より，水熱処理温度が 170℃を超えると，ヘミセルロー

スの残存率が急激に低くなっており，過分解が顕著に起こる

ことが分かる．このため，水熱処理温度を 170℃に固定し，

得られた水熱処理 EFB の糖化試験を行ったが，その糖化率

は十数 % 程度と極めて低いことが明らかとなった．これは，

水熱処理温度が低いことにより，セルロース繊維構造の崩壊

が十分に行われていないことに起因するものと考えられる．

3.1.3　こう解処理に関する検証及び考察

　セルロースの糖化率を向上させることを目的として，

170℃水熱処理 EFB に対してこう解処理を施した．こう解

処理とは製紙パルプ業界における工程の一つで，パルプを水

で膨潤させてセルロース繊維を機械的にたたきほぐす処理で

ある．この処理により繊維の比表面積を増やし，酵素の接触

性が向上することによる糖化率の向上を期待した．

　そこで，こう解処理の効果を確認することとその作用機構

を明らかにすることを目的として，以下の検証を行った．

　まず，こう解処理を施した EFB と未処理のものにセルラー

ゼを添加し，その吸着量を測定した．EFB に吸着したセルラー

ゼ蛋白質量はウシ血清アルブミン検量線による換算を用いて

算出した．その結果，図 5 に示すように，こう解処理を施し

た EFB には，より多くのセルラーゼが吸着されることが明ら

かとなった．このことより，こう解により EFB 繊維束がフィ

ブリル化され，セルロース比表面積が増加しているものと考

えられる．

　写真 2 及び写真 3 の比較より，こう解処理を施した EFB

（写真 3）では繊維束が崩壊し，フィブリル化が起こってい

ることが視覚的にも認められた．

　次に，こう解処理が糖化反応に及ぼす効果を確認すること
図 2　170℃におけるキシラン分解挙動シミュレーション

The Simulated Result of Degradation about Xylan at 170℃

図 3　200℃におけるキシラン分解挙動シミュレーション
The Simulated Result of Degradation about Xylan at 200℃

図 4　水熱処理温度に対する EFB 中のヘミセルロースの残存率
The Ratio of Remained Hemicellulose on Various Temperature
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を目的として，こう解処理 EFB とこう解未処理 EFB の酵

素糖化を行い比較した．市販のセルラーゼ製剤とキシラナー

ゼ製剤を用いて，セルロース糖化とキシラン糖化を個別に

行った結果を図 6 及び図 7 示す．こう解処理を施した水熱

処理 EFB は施していないものに比べて，セルロースの糖化

速度は約 1.7 倍，キシランの糖化速度は 1.3 倍程度向上して

いることが明らかとなり，最終の全糖化率は 20% 程度向上

することが確認できた．

3.1.4　脱リグニン処理の検討

　こう解処理により糖化速度が向上することは確認されたも

のの，依然として最終糖化率は低いことが明らかになった．

　リグノセルロース系バイオマスの酵素糖化反応において，

リグニンが反応に阻害を与えることは良く知られている 4）．

リグニンとは，植物の生育に伴ってセルロースミクロフィブ

リルに付着していく高分子フェノール性化合物であり，植物

自身が腐朽や食害に抵抗性を有するための必須成分である．

逆にいえば，このような化合物は効率的な糖化を行うことを

妨げる因子となっている．

　そこで，製紙工程の汎用的な脱リグニン方法を参考にして，

水熱こう解処理 EFB を 1%NaOH 溶液に浸漬し，NaOH 中に

リグニンを溶解することで簡易的に脱リグニン処理を施し，

酵素糖化反応に及ぼすリグニンの影響に関する検証を行った．

　検証過程で得られた NaOH 溶解物は，簡易分析を行った

結果，フェノール性化合物であることが確認され，これらは

リグニン由来のフェノール性化合物であると結論付けた．ま

た，表 1 に示すように，脱リグニン処理前後での EFB の成

分組成において，脱リグニン処理によりリグニン成分が減少

していることが認められた．

　次に，脱リグニン処理を施した水熱こう解処理 EFB を基

質とした酵素糖化反応系に，回収されたリグニンを一定量ず

図 6　セルロース糖化反応へのこう解処理の効果
The Effect of Beating for the Saccharification of Cellulose

写真 2　170℃水熱処理 EFB
Hydrothermal Treated EFB

写真 3　170℃水熱こう解処理 EFB
Hydrothermal Treated and Beaten EFB

図 5　各前処理 EFB に対するセルラーゼ吸着量
The Adsorption Value of Cellulase on Each Pretreated EFB
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つ添加し，その影響について検討を行った．その結果，図 8

に示すように，リグニンの添加量が増えると糖化速度及び糖

化収率が低下することが認められた．

3.1.5　脱リグニン処理の効果に関する検証及び考察

　脱リグニン処理が糖化反応に対してどのような効果を与え

るかを明らかにすることを目的として，その検証及び考察を

行った．

　まず，酵素反応に対するリグニンの阻害形式を簡易的に明

らかにすることを目的として，酵素反応学分野で用いられるミ

カエリス−メンテンプロットを作成し，検証を行った．

　検証は市販のセルラーゼ製剤とキシラナーゼ製剤を用い

て，セルロース糖化とキシラン糖化を個別に行ったが，後者

に関しては際立った差異が特に認められなかったため，図 9

及び図 10 にはセルロース糖化に関する結果を示した．脱リ

グニン処理物における酵素反応最大速度（Vmax）は 2.7 g/ℓ

/h で水熱こう解処理 EFB における 1.3 g/ℓ/h の約 2 倍，見

かけの親和性定数（Kmapp）は共に約 0.5% セルロース濃度

でほぼ同じ値である．

　この結果から，リグニンのセルラーゼ酵素に対する阻害形

式は非拮抗型阻害形式であると考えられる．この阻害形式は，

阻害物質が酵素の活性部位以外の部位に結合し，基質と阻害

物質に競合関係はなく，酵素と基質の Kmapp に変化が生じ

ないことを特徴とする阻害形式である．

　酵素反応は阻害因子の影響が低い環境においては，化学反

応と同様に，その反応初速度は酵素濃度や基質濃度に比例し

て化学量論的な挙動をとるとされている．

　そこで次に，この挙動を調べるために水熱こう解処理

EFB 及びその脱リグニン処理物をそれぞれ基質とした場合

における酵素反応初速度と酵素濃度及び基質濃度との関係に

ついて検証を行った．図 11 にその結果を示す．

　脱リグニン処理物（●：酵素量 0.03 mℓ/g- セルロース，▲：

酵素量 0.1 mℓ/g- セルロース，■：酵素量 0.2 mℓ/g- セルロー

ス，◆：酵素量 0.4 mℓ/g- セルロース）においては，化学量

論的な関係性，すなわち反応初速度と酵素濃度及び基質濃度

との間に良好な比例関係が認められる．一方，水熱こう解

処理 EFB（○：酵素量 0.03 mℓ/g- セルロース，△：酵素量

0.1 mℓ/g- セルロース，□：酵素量 0.2 mℓ/g- セルロース，◇：

0.4 mℓ/g- セルロース）においては，反応初速度と酵素濃度

との間には比例関係が認められるが，反応初速度と基質濃度

との間には関係が認められない．この結果から，酵素量を一

定とした場合，水熱こう解処理 EFB では基質濃度が増加す

ると単位酵素当たりのリグニン量が増加し，結果として酵素

反応が阻害されていると考えられる．

図 7　キシラン糖化反応へのこう解処理の効果
The Effect of Beating for the Saccharification of Xylan

図 9　水熱こう解処理 EFB を基質とした場合のミカエリス−メンテンプロット
The Michaelis-Menten Plot about the Hydrothermal Treated 

and Beaten EFB used as the Substrate

図 8　糖化反応に対するリグニンの影響
The Influence of Lignin to the Saccharification

セルロース ヘミセルロース
リグニン及び

その他

水熱こう解処理 EFB

（脱リグニン前）
45％ 25％ 30％

水熱こう解処理 EFB

（脱リグニン後）
60％ 19％ 21％

表 1　脱リグニン処理前後の EFB 組成
The Composition of EFB before and after Delignification
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　以上の検証結果より，バイオマス由来のリグニンが酵素反

応を阻害し，糖化反応速度及び糖化率の低下を引き起こして

いることが確認された．

3.2　酵素の相乗効果に関する検証

　文献によると，セルラーゼ及びキシラナーゼが同一系中に

共存することで，それぞれの酵素活性が他の活性にもたらす

効果（相乗効果）があることが報告されている．そこで，3.3

で同一系中にセルラーゼとキシラナーゼを添加した全糖化試

験を行う前に，この相乗効果がどの程度の影響を及ぼしてい

るかを確認した．

　脱リグニン処理を施した水熱こう解処理 EFB を基質と

し，セルラーゼとキシラナーゼの混合比率を変えながら，グ

ルコースとキシロースの生成反応初速度を実測した．一方，

0.9 倍希釈セルラーゼ酵素溶液（C：X ＝ 90：0）と 0.1 倍希

釈キシラナーゼ酵素溶液（C：X ＝ 0：10）を用いた場合に得

られるセルロースとキシロースの生成速度を用いて，両酵素

溶液の比率から糖化速度を計算した．結果を図 12 及び図 13

に示す．実測値と計算値の比較から明らかなように，いずれ

の場合においても実測された糖化速度の方が計算値より高く

なることが認められ，相乗効果があるものと推察される．

3.3　前処理工程の構築

3.3.1　アルカリ水熱処理に関する条件検討

　3.1 及び 3.2 のラボ試験の検討結果に基づき，前処理工程

のフロー構築について検討を行った．まず，EFB に対して

水熱処理，こう解処理，アルカリ洗浄処理，中和処理から成

る前処理工程は，工程数が多く，実機フローには不向きであ

ると考えられる．そこで，脱リグニン処理として，アルカリ

洗浄処理を付加するのではなく，水熱処理そのものをアルカ

リ条件下で行う前処理方法の検討及び考察を行った．

　その結果，アルカリ水熱処理では EFB に含まれる酢酸な

どの有機酸が中和され，pH に依存して液中にリグニンの溶

出が認められたことから，本法でも脱リグニンの効果がある

と判断した．

　種々の前処理条件における糖化率測定結果を図 14 に示す．

アルカリ水熱処理 EFB（b）をセルロース及びキシラン分解活

性を含む酵素溶液で糖化反応した場合，水熱処理 EFB（d）に

比べて総糖化収率が約 1.5 倍となることが明らかになった．

これは，アルカリ水熱処理により脱リグニンが行われ，その

結果として総糖化収率が飛躍的に向上したものと考えられる．

3.3.2　アルカリ水熱こう解処理の試験結果及び考察

　更なる総糖化収率の向上を目的として，3.3.1 の結果を参

考にして，アルカリ水熱処理物にこう解処理を施す前処理工

程について検討を行った．図 14 に示す各種前処理条件（a）

〜（d）で作成した EFB を一律の条件下で糖化反応させ，総

グ
ル
コ
ー
ス
生
成
反
応
初
速
度（
g/
ℓ
/h
）

前処理EFBセルロース濃度（％）

酵素添加量（mℓ/g-セルロース）

図 11　基質量及び酵素量の酵素反応速度との関係性
The Relation between the Reaction Rate 
and Substrate or Enzyme Concentration

セルラーゼ（C）とキシラナーゼ（X）の
混合比率

実測値
計算値

キ
シ
ロ
ー
ス
生
成
反
応
初
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図 12　セルラーゼ活性への酵素相乗効果
The Synergy Effect to the Cellulase Activity
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コ
ー
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応
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速
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前処理EFBセルロース濃度（％）

図 10　脱リグニン水熱こう解 EFB を基質とした場合の
ミカエリス−メンテンプロット

The Michaelis-Menten Plot about the delignified Hydrothermal Treated 
and Beaten EFB used as the Substrate
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糖化収率を比較した．その結果，総糖化収率は（a）>（b）>（c）

>（d）の順となった．アルカリ水熱処理物にこう解処理を施

した EFB（a）では総糖化収率が更に向上し，水熱処理 EFB（d）

に比べて約 1.9 倍となることが明らかとなった．

　このように，各種検討試験及び検証試験において得られた

結果を反映させることで，EFB からセルロース及びヘミセ

ルロースを可能な限り資化成分として回収し，資化可能糖に

まで変換する技術を開発できた．

4.　おわりに

4.1　EFB 乾燥重量当たりの利用可能糖量

　本報で報告した EFB は，乾燥重量当たりセルロースが

39.1%，キシランが 28.2% 含まれていた．C6 糖のみを利用す

るプロセスであれば，最大 39.1% の利活用にとどまるが，今

回考案し，検証を行った図 1 のアルカリ水熱こう解プロセ

スを適用すれば，C5 糖も回収し利用することが可能となり，

EFB の約 60% を利用できることを明らかにした．

4.2　エタノール発酵及び C5 糖副生産

　EFB に対してアルカリ水熱こう解プロセスを適用するこ

とで，C6 糖及び C5 糖を利活用可能であることが明らかと

なった．その利活用方法の一つとして，同プロセスにおいて

糖化工程までを完了した EFB 加水分解液に対して，通常酵

母を添加し C6 糖を発酵させることで，最終的にエタノール

とキシロースを多く含む発酵液を容易に生成可能なことを確

認した．

　この発酵液を蒸留・精製して得られるエタノールは再生可

能燃料や化学原料としての利用が期待できる．またキシロー

スに関しては天然甘味料の一種であるキシリトール生産にお

ける粗原料などへの適用が期待できる．

　一方，今後のバイオマスリファイナリーの動向によっては，

C6 糖及び C5 糖を全て同一の生産物に変換可能な遺伝子組

み換え微生物による発酵工程を積極的に用いることで，より

効率的なバイオマスリファイナリー生産プロセスを構築する

ことも期待できる．
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（a）170℃アルカリ水熱こう解処理EFB：アルカリ水熱EFBに対して，こう解処理を施したもの
（b）170℃アルカリ水熱処理EFB：1％NaOH雰囲気下で170℃-12 minの水熱処理を施したもの
（c）170℃水熱こう解処理EFB：水熱EFBに対して，こう解処理を施したもの
（d）170℃水熱処理EFB：170℃-12 minの水熱処理を施したもの
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図 14　各種前処理 EFB の総糖化収率
The Total Sugar Yield about Various Treated EFB Used as the Substrateセルラーゼ（C）とキシラナーゼ（X）の

混合比率
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図 13　キシラナーゼ活性への酵素相乗効果
The Synergy Effect to the Xylanase Activity
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図 1　合成ガスを原料とするエタノール発酵プロセスの概要
Composition of Ethanol Fermentation Process from Synthesis Gas

バイオエタノール生産のための合成ガス資化性菌に関する
基盤的技術の開発

Development of the Basic Technologies in Synthesis Gas Utilizing Bacteria 
for Bioethanol Production

Shinsuke SAKAI, Kazue TAKAOKA, Akihisa KITA, Katsuji MURAKAMI, Yutaka NAKASHIMADA

     As a method of effective utilization of unused biomass or organic refuge, gasification and C1 synthetic reaction 
system have been studied for a long time all over the world. As one of such systems, application of synthesis gas 
utilizing bacteria for catalytic C1 synthetic reaction has been widely tried. However, to reach the practical level, a host-
vector system is normally required. But the bacteria in this system show a nature difficulty of recombination of DNA.
     Mitsui Engineering & Shipbuilding Co., Ltd., in collaboration with the Hiroshima University and the National 
Institute of Advanced Industrial Science and Technology, successfully developed a genetic transformation system 
by Moorella thermoacetica ATCC 39073 used as a model strain of a synthesis gas utilizing thermophilic bacterium. 
Furthermore the genetic transformation efficiency was increased by using of the plasmid artificial modification 
method. To test heterologous gene expression, a gene from other bacterium was transfected to Moorella by our 
genetic transformation system. As a result, heterologous gene expression was observed in the transformant. It is 
expected that our new genetic transformation system will be available for genetic　engineering for synthesis gas 
utilizing bacteria for catalytic C1 synthetic reaction.

　三井造船は，未利用バイオマス等の有効利用を目的に，ガス化技術と微生物発酵を組み合わせたプロセスの開発を目指し
ている．しかし，実用レベルのシステムとするには，合成ガス資化性菌のエタノール生産能を改良する技術開発が必要となる．
　当社は，広島大学及び独立行政法人産業技術総合研究所と共同で，モデル株として Moorella thermoacetica ATCC39073
株を用い，菌の代謝改変を可能とする遺伝子組換え技術の構築に成功した．また，プラスミド人工修飾法（PAM 法）を
用いることによって，遺伝子組換え効率を向上させることを可能にした．さらに，組換えた遺伝子由来のタンパク質が
Moorella 属細菌内で発現し機能するかを確認するため，別種の細菌由来の遺伝子を同様の方法により組換えた結果，別種
の細菌由来のタンパク質は Moorella 属細菌内で発現し機能することを確認した．本報では，この遺伝子組換え方法の有
用性を示す．

酒　井　伸　介＊　　髙　岡　一　栄＊＊＊　　喜　多　晃　久＊＊＊＊

村　上　克　治＊＊＊　　中島田　　　豊＊＊＊＊
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1.　開発の背景

　近年，持続可能な社会の構築を目指し，化石資源由来の工

業原料やエネルギーを再生可能資源由来へとシフトする試み

が行われている．中でもバイオマスを原料とするエタノール

は，ガソリンへの添加，エチレンやプロピレン製造などの原

料としての利用が可能であることから，その生産の試みが活

発に行われているものの一つである．現在，エタノールの製

造は，酵母を利用する方法が主流であるため，バイオマス原

料を微生物が利用できる糖に変換する糖化という工程を経る

必要がある．三井造船においても，多収穫イネのデンプン原

料，パームヤシ空果房のセルロース原料などを糖化し，得ら

れた糖を酵母によって発酵させるプロセスの開発を進めてお

り，その構築に目処が得られている．

　一方で，糖化が難しいバイオマス原料の利用はあまり進ん

でいない．そこで当社は，ガス化したバイオマスから微生物

を用いてエタノールを合成する技術開発を，広島大学及び独

立行政法人産業技術総合研究所と共同で開始した．これは，

糖化が難しい原料を含めた幅広いバイオマス原料に対応でき

る次世代プロセスとして期待されており，製造した合成ガス

中の水素，一酸化炭素及び二酸化炭素を微生物によってエタ

ノールに変換するものである（図 1）．

　本報では，特にプロセスの後段である合成ガスからエタノー

ルを製造するプロセスにおいて使用する合成ガス資化性菌の

開発にフォーカスして，構築した遺伝子組換技術の有効性を

報告する．

2.　合成ガス資化性菌の特性と遺伝子操作系の確立

　合成ガスからエタノールを生物的に生産するためには，合

成ガス資化能とエタノール発酵能を持つ菌を用いる．そのた

めには，図 2 に示すように，自然界から合成ガス資化能とエ

タノール発酵能を有する菌を見つけ出し，遺伝子操作により

工業生産に必要な特性を付与する必要がある．そして，使用

する菌に遺伝子操作をするための操作系がなければ，それを

確立する必要がある．今回，世界で初めて，エタノール合成

能を有する Moorella 属細菌に関する遺伝子操作系を確立する

ことに目途をつけることができた 2）．

2.1　合成ガス資化性菌の特性

　Moorella 属細菌は一般に合成ガス資化能を有する．このよ

うな Moorella 属細菌に関して広島大学では，図 1 に示す新

たな菌株 Moorella sp. HUC22-1 株を地下水採取口土壌から

分離した 1）．この菌株は，55 〜 60℃の嫌気条件下で生育し，

合成ガスから酢酸とエタノールを生産できる．この菌の合成

ガスを基質とする酢酸とエタノールに関する生産能の比較を

表 1 に示す．表 1 に示されるように，本菌は，高濃度の酢

酸を生産できるため物質生産能は高く，合成ガスからの物質

生産における宿主として有望である．しかし，エタノール生

産能が低いため，工業的なエタノール生産に使用するために

は，本菌の有するエタノール生産能を遺伝子操作で向上させ

る必要がある．

2.2　工業的に利用するための遺伝子組換え技術の開発

　2.1 で示したように，Moorella 属細菌を用いて合成ガスか

らのエタノール生産を工業的に実用化するためには，合成ガ

ス資化性菌のエタノール生産能を遺伝子操作技術により向上

させることが必要である．

　一般的に形質転換などの遺伝子操作においては，目的細菌

に適合するように構築されたシャトルベクター系の利用が考

えられるが，Moorella 属細菌で機能するものに関する報告例

はない．そこで，本報では，固体培地の上で遺伝子の組換え

の成否が一目で分かるような宿主菌とベクター系について作

出を試みた．この宿主―ベクター系は，Moorella 属細菌を遺

伝子破壊により栄養要求性を変化させた宿主と栄養要求性の

回復に関する遺伝子を有するベクターであり，この系を用い

れば，ウラシルという RNA の原料となる核酸塩基の培地中

での有無をもとに，遺伝子組換えの成否を一目で判断でき

るようになる．このような遺伝子操作系を構築するに当た

り，宿主作製の対象となる細菌のゲノム情報が分かっている

必要があることから，Moorella 属細菌の標準株として既にゲ

ノム情報が公開されている M. thermoacetica ATCC39073 株

（ATCC39073 株）4）をモデル株として用いた．

2.2.1　遺伝子組換え用宿主 pyrF 破壊株（dpyrF 株）の構築

　ウラシルの原料となるピリミジン合成経路において，オロ

チジンモノリン酸を脱炭酸してウリジルモノリン酸に変換す

る反応を触媒する酵素オロチジン−5’−リン酸デカルボキシ

ラーゼをコードする遺伝子 pyrF を遺伝子破壊のターゲットと

した（図 3）．pyrF 破壊株は，5-fluoroorotic acid（5-FOA）を

用いたポジティブセレクションによる取得が可能である．す

なわち，5-FOA を培地に添加することにより，遺伝子を破壊

されていない野生株では菌体は死滅するが，pyrF 破壊株では，

5-FOA は代謝されることがないために菌体は生存できる．

　まず，ATCC39073 株の Total DNA を鋳型に PCR で増幅

図 2　工業的エタノール生産のための細菌に関する開発フロー
Flow Diagram of Bacteria Development for Industrial Ethanol Production

培養条件
最終酢酸濃度

（g/L）※

最終エタノール濃度

（g/L）※

培養液 pH6.2 一定制御，

反復回分培養（420 時間）
50.4 0.21

培養液 pH5.8 一定制御，

反復回分培養（430 時間）
40.5 0.71

※ リアクターの容積当たりに換算

　基質は、水素 80％、二酸化炭素 20% の純ガス混合物を使用

　参考文献 3）より転記

表 1　HUC22-1 株による合成ガスからの酢酸とエタノール生産能
Acetate and Ethanol Production from Synthesis Gas by the Strain HUC22-1
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した pyrF の上流側の約 1000 bp 及び下流側の約 1000 bp の

二つの領域を同時に pK18mob プラスミドに挿入し，pyrF

破壊ベクター pK18-dpyrF を構築した．二つの相同領域を持

つことから，ダブルクロスオーバの相同組換えを細胞内で起

こすことができる（図 4）．

　次に，エレクトロポレーションを用いて pK18-dpyrF を

ATCC39073 株に導入し，ウラシル及び 5-FOA の存在下でポ

ジティブセレクションを行って，5-FOA 耐性株を得た．この

株は，増殖にウラシルを要求すること及び PCR と電気泳動の

結果から pyrF 周辺領域の欠失を確認したことから，目的の

pyrF 破壊株が取得できたと判断し，dpyrF 株とした．

2.2.2　pyrF 導入によるウラシル要求性の回復の確認

　dpyrF 株に元来有していた pyrF を導入し，ウラシル要求

性の回復が確認できれば，pyrF を遺伝子組換えの相補マー

カとして用いた遺伝子組換え技術の構築が完了したことに

なる．そこで，dpyrF 株への元来有していた pyrF 導入試験

を実施した．まず，染色体上の pyrF 領域へのダブルクロス

オーバによる相同組換えを行うために，pK18-dpyrF をベー

スのプラスミドとして用い，二つの相同領域の間に pyrF を

挿入した pK18pyz を構築した（図 5）．また，pK18pyz に

は，染色体に導入されたかどうかを確認しやすくするため

に，pyrF の 3’側に外来の DNA タグとして好熱性嫌気性菌

Thermoanaerobacter pseudethanolicus ATCC 33223 株由来の

lacZ の遺伝子断片（約 500 bp）を挿入した．

　pK18pyz をエレクトロポレーションによって dpyrF 株に

導入し，相同組換えによって染色体に組み込んだ pK18pyz

導入株が得られた．得られた株において，外来の DNA タグ

として用いた LacZ 遺伝子が染色体に導入されていることが

確認された．さらに，本株はウラシル無添加の条件でも生育

でき，ウラシル生合成が回復したことが確認できた．

　この結果から，dpyrF 株が Moorella 属細菌の遺伝子操作

系のための宿主として確立できたことが確認された．dpyrF

株による Moorella 属細菌の遺伝子操作の流れを図 6 に示す．

3.　Moorella 属の遺伝子操作系による
　   外来遺伝子導入株作製の実施例

3.1　乳酸生産株の作製

　Moorella 属細菌の遺伝子操作系により，実際に外来遺伝子

を導入して，導入遺伝子が細胞内で機能するかの検証を実施

した．導入する外来遺伝子としては，ATCC 39073 株が元々

生産する酢酸以外の物質を一つの遺伝子を導入するだけで生

産できれば，確認が容易である．さらには，細菌への負の影

図 3　ピリミジン合成経路
Pyrimidine Synthetic Pathway

図 4　相同組換えによる pyrF 破壊株の構築
Construction of the pyrF Deletion Transformant 

by Homologous Recombination

図 5　相同組換えによる外来遺伝子導入の概要
Insertion of Exogenous Genes into the pyrF Deletion Mutant 

by Homologous Recombination
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響が小さいことが望ましい．

　そこで，ATCC 39073 株は乳酸を生産しないが，乳酸の前

駆物質であるピルビン酸を中間代謝産物として菌体内で生産

することから，ピルビン酸を乳酸に変換する乳酸デヒドロゲ

ナーゼ（LDH）をコードする ldh を選択した（図 7）．ldh と

して，ATCC 39073 株と同様の好熱性嫌気性細菌である T. 

pseudethanolicus ATCC 33223 株由来の T-ldh を用いた．また，

外来遺伝子を異種発現させるために，ATCC39073 株由来の

glyceraldehyde-3-phosphate dehydrogenase 遺伝子プロモー

タ（G3PD プロモータ）を使用した．形質転換操作は 2.2 で

述べた宿主―ベクター系を用い，操作も同様に行った．

3.2　C31 株における乳酸生産

　得られた T-ldh 形質転換体である C31 株における乳酸生

産のデータを図 8 に示す．dpyrF 株及び C31 株について

60 mM の果糖を炭素源とし，バイアルビンを用いた回分培養

を行った．その結果，C31 株では，酢酸生産と共に乳酸生産

が確認され，72 時間後に最大で 6.8 mM（0.7 g/L）の乳酸を生

産した．一方，dpyrF 株では乳酸生産は確認されなかった．

4.　Moorella 属細菌の遺伝子操作系に関するトピックス

　本報では，ATCC39073 株のメチル化酵素をコードする遺

伝子を発現させた大腸菌を用いて，形質転換用ベクターを

調製した．これは，プラスミド人工修飾法（PAM system）5）

と呼ばれ，ATCC39073 株において，細胞内に導入された外

来遺伝子を分解する制限酵素が強力に発現していることに対

応するための方法である（図 9）．具体的には，ATCC39073

形質転換株のみがウラシル要求性
を回復し，コロニーを形成

集菌，洗浄，再懸濁

入れたい遺伝子またはエタノール
発酵に有用な遺伝子

図 6　dpyrF 株を用いた Moorella 属細菌の遺伝子操作の流れ
Flow Diagram of Genetic Transformation in the Moorella Species 

by Using of the Strain dpyrF

時間（h）

時間（h）

果
糖（
m
M
）

酢
酸
，乳
酸（
m
M
）

果糖

酢酸

乳酸

図 7　T-ldh 導入形質転換株の代謝経路
Metabolic Pathway of the T-ldh Expressing Transformant

図 8　C31 株を用いた乳酸生産結果
Result of Lactate Production by the Strain C31

（a）培養液の OD600 値と pH の時間的変化

（b）果糖，乳酸と酢酸生産の時間的変化
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株に由来する特定の DNA メチル化酵素遺伝子を大腸菌内で

発現させ，その大腸菌を用いて形質転換用ベクターを調製す

る．その際，形質転換用ベクターがメチル化され，制限酵素

による分解を防ぐことが可能となる．

　本報では，メチル化酵素遺伝子利用による形質転換効率

の向上効果を検証した．メチル化処理なしの pK18pyz を

dpyrF 株に形質転換した場合，形質転換効率は（8.1±6.1）×

100	 CFU/μg	 DNA であった（表 2）．これに対して，大腸菌

宿主 pBAD-M12，または pBAD-M81 を用いてメチル化した

pK18pyz を形質転換した場合，10 倍以上の形質転換効率の

向上が見られた．さらに，pBAD-M1281 を用いてメチル化

した pK18pyz を用いた場合，20 倍以上の形質転換効率の向

上が見られた．これらの知見から，メチル化酵素遺伝子利用

が形質転換効率の向上に有効であることが示された．

5.　おわりに

　世界で初めて，合成ガス資化性菌 Moorella 属細菌の遺伝

子組換え技術の開発に成功した．さらに，外来遺伝子として

T. pseudethanolicus	ATCC33223 株由来の乳酸脱水素酵素遺伝

子を異種発現させ，乳酸生産を付与することにも成功し，実

用的な方法であることが示された．

　現在，開発した遺伝子組換え技術を用いて，合成ガス資化

性菌のエタノール生産能の改良に着手しており，合成ガスか

らエタノールを製造するプロセスにおける生物触媒としての

利用を進める予定である．

　最後に，本研究開発の一部は，独立行政法人科学技術振興

機構の研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）の一環

として行われたものである．ここに感謝の意を表する．
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〔問い合わせ先〕

　技術開発本部　技術総括部

　　TEL	03−3544−3245　髙岡　一栄

酒井　伸介 髙岡　一栄 喜多　晃久

村上　克治 中島田　豊

図 9　プラスミド人工修飾法の概念
Concept of the Plasmid Artificial Modification System

メチル化プラスミド

（メチル化酵素遺伝子）

形質転換効率

（CFU/μg	DNA）

pBAD33（control） （8.1±6.1）×100

pBAD-M12（Moth_1671-Moth_1672） （8.0±1.1）×101

pBAD-M81（Moth_2281） （6.0±3.1）×101

pBAD-M1281

（Moth_1671-Moth_1672-Moth_2281）
（1.5±1.2）×102

表 2　プラスミド人工修飾法における形質転換効率の結果
Result of Transformation Efficiency 

by Using of the Plasmid Artificial Modification System
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　三井造船は，船舶が排出する CO2 削減に関する研究開発

に継続的に取り組んでおり，ほとんど CO2 を発生させない自

然エネルギーである風力の利用についても注目し，開発を進

めている．帆装置に関する 2011 年度までの研究開発の中で，

風洞試験，帆装船の自走模型試験などを行い，帆装船の CO2

削減効果や挙動等を把握し，実船へ搭載可能である見通しを

得た．2012 年 6 月からは，日本海事協会の「業界要望による

共同研究」のスキームにより研究支援を受け，株式会社商船

三井，株式会社三井造船昭島研究所及び日本海事協会との共

同研究体制により，帆を利用した CO2 削減装置である補助

帆（Power	Assist	Sail）に関する共同研究を開始した．

　この共同研究の一環として，実船搭載可能な実機スケール

の Power	Assist	Sail のプロトタイプ（写真 1）を製作し，当

社の大分事業所内にて 2013 年 6 月から実証試験を開始した．

　Power	 Assist	 Sail は，横風時には飛行機の翼と同様に発

生する揚力を，追風時には発生する抗力を，それぞれ主に用

いて船舶の補助推進力とし，利用するものである．実船搭載

時には，搭載する船舶の規模と目標とする CO2 削減効果に

応じて，搭載する基数を調整し，それぞれの船舶に適切な帆

装システムを実現する（図 1）．

　今回の実証試験で，本装置の所期の性能と耐久性が発揮さ

れることを確認し，実船搭載に備えた改良点の抽出を行う．

特　長

（1）帆本体はアルミ合金製，マスト及び駆動部分は鋼製であ

り，耐久性に優れる．

（2）風向・風速，船速，船首方位に応じて，最大の推力が得

られるように，帆角度を自動制御する．

（3）荒天時，あるいは無風時には，マスト下部を 90 度屈曲

させて格納可能な機構を設け，船舶の運航に与える影響

を最小限に留めることが可能である（写真 2）．

主要目

　全　　高：27.5	m　　　帆 面 積：200	m2

　帆　　高：20.0	m　　　総 重 量：約 60	t

　帆　　幅：10.0	m　　　駆動方式：油圧式

（船舶・艦艇事業本部，技術開発本部）

〔問い合わせ先〕

　船舶・艦艇事業本部　事業開発部

　　TEL	03−3544−3345　長　拓治

　技術開発本部　技術総括部

　　TEL	03−3544−3245　平山　明仁

製 品 ・ 技 術 ニ ュ ー ス

新型帆装置（Power Assist Sail）の陸上実証試験を開始

−帆を用いた船舶の CO2 排出量削減装置−

写真 1　Power	Assist	Sail のプロトタイプ

写真 2　格納動作中

図 1　Power	Assist	Sail の搭載イメージ
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　岩手県釜石市の釜石港湾口防波堤は 300 m の開口部を持

ち，南堤 670 m，北堤 990 m から成り，ギネス世界記録にも

認定されている世界最大水深（−63 m）に設置された防波堤

である．この防波堤は平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災に

よる津波によって被災し，その防波堤復旧工事の一部として，

平成 24 年 3 月国土交通省東北地方整備局発注の長さ 50 m

のケーソン 2 函製作工事を受注した．ケーソンは三井造船千

葉事業所の No.3 ドックで製作し，平成 25 年 4 月に引渡しを

完了した．

　受注したケーソンはハイブリッドケーソンと呼ばれる形式

であり，壁部分は鋼材でできた箱の周りに鉄筋コンクリート

を施工するオープンサンドイッチタイプで，スリット部分は

鋼材を鉄筋コンクリートに埋め込んだ SRC タイプの合成版

構造になっている．ハイブリッドケーソンの特長は，通常の

鉄筋コンクリート製ケーソンに比べて，鋼材を使用すること

により長尺化が可能で（鉄筋コンクリート製ケーソンは通常

長さ 20m 程度に対し，本ケーソンは長さ 50 m），かつ重量

を軽くできることから，長距離輸送が容易になる点である．

また，設備の整った工場で製作することにより，高品質かつ

短納期での製作が可能である．

　本ケーソン製作で施工管理上最も配慮したのが，コンク

リートのひび割れ制御である．製作時のコンクリート打設量

は 1 函当り 2 473.8 m3 と大量であることから，コンクリート

の発熱による内部と表面との温度差によって生じるひび割れ

（温度ひび割れ）が発生しやすい状態にあったため，温度ひ

び割れ解析を有限要素法（FEM）解析により実施した．解析

結果から，ひび割れに対する対策として，コンクリートに膨

張材と高性能 AE 減水剤を添加し，当社開発の保温養生マッ

トを使用することを提案し，承諾を得て実施した．これらの

ひび割れ対策の結果，温度ひび割れは発生しなかった．

　本ケーソンは，平成 25 年 6 月 15 日に No.3 ドックを出渠し，

千葉から釜石まで特殊な台船に載せて輸送，7 月中旬に到着

の予定である．本ケーソンの完成が東北地方復興への一つの

弾みとなれば幸いである．

主要目

　工事名称	 ：	釜石港湾口地区湾口防波堤（災害復旧）

	 	 本体工事

　発注者	 ：	国土交通省　東北地方整備局

　工事範囲	 ：	ハイブリッドケーソン 2 函の製作

　工　　期	 ：	平成 24 年 3 月〜平成 25 年 4 月

　高さ	 ：	19.50 m

　幅	 ：	20.30 m（22.50 m）

　長さ	 ：	50.00 m

　ケーソン重量	：	約 7 600 t（1 函当り）

　鋼殻重量	 ：	約 880 t　（1 函当り）

（三井造船鉄構エンジニアリング株式会社）

〔問い合わせ先〕

　技術本部　技術部　大分沿岸技術室

　　TEL 097−593−5716　茅野　良太

製 品 ・ 技 術 ニ ュ ー ス

釜石港湾口防波堤用ケーソンを完成

－大型ハイブリッドケーソンの製作－

写真 2　ケーソン製作完了写真（竣工時）写真 1　ケーソン内部鋼殻の製作完了写真



33三井造船技報  No. 209（2013-7）

　三井造船グループのドーピー建設工業は，アウトプレート

工法を用いて新湊川橋の補強工事を行った．アウトプレート

工法は，炭素繊維プレートの両端に，定着体を工場で一体化

した緊張材（アウトプレート）を緊張して部材に定着及び接

着し，コンクリートまたは鋼構造物を補強する工法である

（図 1）．

　炭素繊維シートをエポキシ樹脂などでコンクリート構造物

に接着する補強工法は，施工性に優れた補強工法として近年

多く採用されているが，炭素繊維接着工法の場合，補強後の

作用荷重が対象であり，補強前に発生しているコンクリート

の引張応力やひび割れは制御できない．一方，アウトプレー

ト工法は，炭素繊維の高強度な材料特性を活用し，引き抜き

成形された炭素繊維プレート緊張材を直接緊張することによ

り各部材にプレストレスを導入することができる．

　本工事は，昭和 44 年に架橋された新湊川橋（西行き）の耐

震補強工事とＢ活荷重に対応させるための補強工事である．

本橋は，橋長 28.400 m，支間 27.660 m，全幅員 23.210 m で，

構造形式は単純鋼合成鈑桁橋である．Ｂ活荷重に対応させる

ための補強として，フランジ増設補強工法，外ケーブル補強

工法及び炭素繊維プレート緊張材補強工法の比較が行われ，

経済性及び桁下空間に及ぼす影響が小さいことから，炭素繊

維プレート緊張材補強工法が採用された．

　鋼主桁の補強には，全主桁 7 本に，容量 360 kN の炭素繊

維プレート緊張材（幅 75 mm，厚さ 3 mm）を 2 層設置して

補強が行われた．緊張材定着用固定プレートの設置は，1 層

及び 2 層ともトルシアボルトを用いて固定した．炭素繊維プ

レート緊張材の緊張は，専用の爪付きジャッキを使用し，1

層目の緊張が完了後に，1 層目の上に 2 層目を設置して，全

て片引きで緊張を行った（写真 1，写真 2）．

　緊張材の設計仕様を表１に示す．本アウトプレート工法に

よる施工実績は，コンクリート橋が 43 件，鋼橋が２件あり，

当社は今後も橋梁の延命化に貢献していく．

（ドーピー建設工業株式会社）

〔問い合わせ先〕

　営業企画部

　　TEL 03−3918−9174　塘　和寿

製 品 ・ 技 術 ニ ュ ー ス

アウトプレート工法で鋼橋補強工事を実施

−炭素繊維プレート緊張材を用いて新湊川橋に適用−

写真 2　緊張作業完了状態写真 1　緊張作業状況

コンクリート面

中間定着体

炭素繊維プレート

固定アンカー

定着装置

図 1　アウトプレート工法の概要

緊張材の特性 240 kN 型緊張材 360 kN 型緊張材

補 強 繊 維
高強度カーボン

・ガラス繊維

高強度カーボン

・ガラス繊維

幅	 （mm） 	 50.0 	 75.0

厚さ	 （mm） 	 3.0 	 3.0

公称断面積	（mm2） 	 150 	 225

引張耐力	 （kN） 	 240 	 360

引張弾性率	（MPa） 	 1.20×105 	 1.20×105

純リラクセーション 6.0％

表 1　緊張材の設計仕様
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プレスリリース
2013 年 03 月 14 日 http：//www.mes.co.jp/press/2013/20130314.html

汚泥再生処理施設等建設工事，受注

　三井造船の 100% 子会社である三井造船環境エンジニアリング（MKE）
は，2012 年 4 月〜 12 月までに 3 件の汚泥再生処理施設，し尿処理施設
の建設工事を受注しました．汚泥再生施設とは，し尿・浄化槽汚泥を衛
生的に処理し，資源を有効活用する方法です．都市部では，下水処理に
よるし尿処理方法が行われていますが，それ以外は集合処理により効率
的に処理しています．また，2007 年 2 月からの海洋投棄全面禁止や資
源の有効利用の高まりから近年汚泥再生施設が多く建設されています．
　MKE は，し尿・浄化槽汚泥処理施設や汚泥再生処理センターに関し，
40 件以上の納入実績を有し，加えて施設建設後の運転管理についても
高度な維持管理技術により数多くの実績を有しています．

　今後とも地域の特性を活かした環境リサイクル関連技術を活用し，積極的に事業展開を図っていく方針です．

受注工事名称
・高座清掃施設組合し尿処理施設建設工事
・宇和島地区広域事務組合汚泥再生処理センター建設工事
・和歌山市汚泥再生処理センター建設工事

［担当］  三井造船環境エンジニアリング（株）　環境ソリューション事業本部　営業部
　　　  菅野　　電話：043−351−9163

［問い合わせ先］  経営企画部　広報室　　乾（いぬい）　　電話：03−3544−3147

プレスリリース
2013 年 03 月 18 日 http：//www.mes.co.jp/press/2013/20130318.html

マルタ向けディーゼル発電設備を納入

　三井造船の 100% 子会社である，Burmeister & Wain Scandinavian 
Contractor A/S（BWSC）は，マルタの国営エネルギー会社であるエネマ
ルタ社にディーゼル発電設備を納入いたしました．本プロジェクトは，
同国南東部のデリマラ発電所の増設工事で，BWSC はエンジニアリング，
機器調達，据付，建設，試運転までを一括で請け負いました．本発電設
備は，重油焚き中速ディーゼルエンジン 8 基をベースとし，発電出力は
144 MW です． 
　EU の厳しい排出ガス規制に対応するため，蒸気タービンによる排熱回
収・再利用することにより発電効率を 48% まで高め，二酸化炭素排出量を
低減するとともに，最新鋭の脱硝装置及び排煙脱硫装置を備え，NOx（窒

素化合物），SOx（硫黄化合物），煤塵（粒子状物質）の規制値を大幅に下回る削減に成功しており，世界でもっとも環境
にやさしいディーゼル発電設備となっています．
　BWSC は，ディーゼル及びバイオマス発電施設のエンジニアリング，建設，運転・保守管理まで一貫した事業を
世界の各地で展開しており，創業以来約 51 カ国，160 件以上の発電施設の納入実績があります．

［問い合わせ先］  経営企画部　広報室　　乾（いぬい）　　電話：03−3544−3147
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船舶用電子制御式ガスインジェクションディーゼル機関（ME-GI）の

デモンストレーション運転実施について

　株式会社商船三井の協力のもと，国内で初めて天然ガスを燃料とした
舶用低速ディーゼル機関（ME-GI）のデモンストレーション運転を実施
し，現在殆どの商船に搭載されている油焚きディーゼル機関と同様の信
頼性を有することを確認しました．従来，舶用ディーゼル機関の燃料は
重油が主体でしたが，環境負荷が低く，シェールガス開発により，近い
将来，経済性においても魅力的となる天然ガス燃料が注目されています．

 　当社は，平成 6 年に千葉事業所内に低速ガスインジェクションディー
ゼル機関（GIDE）発電設備を完成させ，ガス焚き低速ディーゼル機関に
よる発電事業を行うとともに，LNG（液化天然ガス）運搬船の推進機関
に採用すべく，本機関の信頼性の検証ならびに運転ノウハウを蓄積して

参りました．ME-GI は，この経験を基に，電子制御，環境対策などの最新技術を融合した機関であり，今後，LNG
運搬船を皮切りに多くの一般商船に採用されると考え，注力しているところです．また，2011 年 7 月には，この
ME-GI を推進機関に採用し，燃費・CO2 排出量を 30% 削減した LNG 運搬船「Double Eco MAX」を開発，市場投入を
行っています．

［担当］  機械・システム事業本部　機械工場　ディーゼル設計部　田渕　　電話：0863−23−2896
［問い合わせ先］  経営企画部　広報室　乾（いぬい）　　電話：03−5202−3147
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本　　　　社	 〒 104 ｜ 8439	 東京都中央区築地 5 丁目 6 番 4 号	 TEL 03 ｜ 3544 ｜ 3147

幕張センター	 〒 261 ｜ 7128	 千葉県千葉市美浜区中瀬 2 丁目 6 番 1	 TEL 043 ｜ 351 ｜ 8000

北 海 道 支 社 	 〒 060 ｜ 0807	 札幌市北区北七条西 4 丁目 5 番地 1（伊藤 110 ビル）	 TEL 011 ｜ 736 ｜ 0036

東 北 支 社 	 〒 980 ｜ 0811	 仙台市青葉区一番町 2 丁目 7 番 17 号（朝日生命仙台一番町ビル）	 TEL 022 ｜ 262 ｜ 3481

中 部 支 社 	 〒 450 ｜ 0003	 名古屋市中村区名駅南 1 丁目 24 番 30 号（名古屋三井ビル）	 TEL 052 ｜ 582 ｜ 0145

関 西 支 社 	 〒 550 ｜ 0004	 大阪市西区靱本町 1 丁目 11 番 7 号（信濃橋三井ビル）	 TEL 06 ｜ 6447 ｜ 2001

中 国 支 社 	 〒 730 ｜ 0051	 広島市中区大手町 2 丁目 7 番 10 号（広島三井ビル）	 TEL 082 ｜ 248 ｜ 0311

呉 営 業 所 	 〒 737 ｜ 0045	 広島県呉市本通 3 丁目 5 番 18 号（メゾンロイヤル）	 TEL 0823 ｜ 25 ｜ 7837

九 州 支 社 	 〒 812 ｜ 0011	 福岡市博多区博多駅前 1 丁目 1 番 1 号（博多新三井ビル）	 TEL 092 ｜ 411 ｜ 8111

東 九 州 支 店 	 〒 870 ｜ 0027	 大分県大分市末広町 1 丁目 1 番 18 号（ニッセイ大分駅前ビル）	 TEL 097 ｜ 537 ｜ 9260

沖 縄 支 店 	 〒 900 ｜ 0033	 沖縄県那覇市久米 2 丁目 4 番 16 号（三井生命那覇ビル）	 TEL 098 ｜ 869 ｜ 3135

玉 野 事 業 所 	 〒 706 ｜ 8651	 岡山県玉野市玉 3 丁目 1 番 1 号	 TEL 0863 ｜ 23 ｜ 2010

千 葉 事 業 所 	 〒 290 ｜ 8531	 千葉県市原市八幡海岸通 1 番地	 TEL 0436 ｜ 41 ｜ 1112

大 分 事 業 所 	 〒 870 ｜ 0395	 大分県大分市日吉原 3 番地	 TEL 097 ｜ 593 ｜ 3111

技術開発本部

　　玉野技術開発センター	 〒 706 ｜ 0014　岡山県玉野市玉原 3 丁目 16 番 1 号	 TEL 0863 ｜ 23 ｜ 3001

　　千葉技術開発センター	 〒 290 ｜ 8531　千葉県市原市八幡海岸通 1 番地	 TEL 0436 ｜ 41 ｜ 1110

　　基盤技術センター	 〒 706 ｜ 0014　岡山県玉野市玉原 3 丁目 16 番 1 号	 TEL 0863 ｜ 23 ｜ 3101

　　昭島研究センター	 〒 196 ｜ 0012　東京都昭島市つつじが丘 1 丁目 1 番 50 号	 TEL 042 ｜ 545 ｜ 3111

　　つくば研究センター	 〒 104 ｜ 8439　東京都中央区築地 5 丁目 6 番 4 号	 TEL 03 ｜ 3544 ｜ 3266

海 外 事 務 所 	 シンガポール，北京，ジャカルタ，ハノイ，クアラルンプール

海外現地法人	 三井造船ヨーロッパ株式会社（ロンドン）

	 三井造船（U.S.A.）株式会社

	 三井造船（上海）商貿有限公司

三　井　造　船　株　式　会　社

http：//www.mes.co.jp/



1.  送　付　先：　□従来通り　　　□変更　　　□削除　（いずれかに V を付けてください）

	 a ）旧送付先

	 	 所 在 地 　〒　　　　　 ︱

	 	 組織名称

	 	 担当部署

	 b ）新送付先

	 	 所 在 地 　〒　　　　　 ︱

	 	 組織名称

	 	 担当部署

	 	 ご担当者

	 	 TEL No.	 FAX No.

2.  今後の編集に反映させていただくため，下記アンケートにご協力をお願いします．

	（ 1 ）本号で興味のあった記事をお知らせください．（最初のページ No. で可．複数回答可）

　　　　　 技術論文・報告では　　 ……

　　　　　 製品・技術ニュースでは ……

　　　　　 その他の記事では　　　 ……

	（ 2 ）その他，ご意見・ご要望あれば，お聞かせください．

三井造船技報　送付先の確認と第 209 号へのご意見等について

三井造船技報  第 209 号の発行に当たって

　「三井造船技報」をご高覧いただき，ありがとうございます．

　本誌は，当社が平素ご指導いただいている方々へ，最近の当社の新製品や，それを支える技術についてご紹介するものです．

　本誌の内容につきましては，更に充実を図る所存ですが，忌憚のない御意見を賜りましたら，大変幸甚です．

　送付先の貴組織名，ご担当部署，所在地などにつきましては正確を期しておりますが，変更などがございましたら，以下に

ご記入の上，FAX でお知らせ頂きたくお願い申し上げます．

	 敬具

キ　リ　ト　リ　線

FAX：0 3−3 5 4 4−3 1 2 5
三井造船株式会社　技報編集委員会　事務局　行（TEL. 03−3544−3266）
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旧送付先は，現在の宛先ラベルのコピーをここに貼付して

頂いても構いません．



主　要　営　業　品　目

船舶・艦艇事業本部　　　TEL 03 ｜3544 ｜3318　　　FAX 03 ｜3544 ｜3031
液化天然ガス（LNG）運搬船，液化石油ガス（LPG）運搬船，原油輸送船，石油精製品運搬船，ばら積貨物船，オープンハッチ型貨物船，鉱石

運搬船，石炭運搬船，コンテナ船，自動車運搬船，FSO，FPSO，超高速貨物船，超高速カーフェリー，各種特殊船

修繕船，各種改造船工事， Ｍ＆Ｒエンジニアリング

護衛艦（DD），潜水艦救難母艦（AS），潜水艦救難艦（ASR），音響測定艦（AOS），輸送艦（LST），補給艦（AOE），掃海母艦（MST），海洋

観測艦（AGS），巡視船，練習船，海洋気象観測船，漁業調査船，漁業取締船，海洋調査船，研究調査船，物理探査船，環境整備船，視察船，

測量船，交通艇，消防艇，高速旅客船，深海探査ロボット（AUV，ROV），小型水中ロボット，水道管点検ロボット

自動艦位保持装置（DPS），システム操船装置，艦橋情報表示装置（ABS／ IBS），舵減揺装置，船体運動状態表示装置（SMACS），航海情報表

示装置，フィンスタビライザー，中折式デッキクレーン，赤外線低減装置，弾薬搭載機材，補機制御表示装置，機関操縦装置，水中放射雑音シ

ミュレータ，防火防水実習場，各種訓練水槽，操船シミュレータ

水中ロボット／水道管点検ロボットを用いた点検サービス

橋梁，ハイブリッド構造物（浮防波堤，浮消波堤，浮桟橋，浮体式係船岸，ケーソン），海洋構造物（シーバース，ケーソン，沈埋函，ジャケ

ット），浮体式海洋設備

機械・システム事業本部　　　TEL 03 ｜3544 ｜3950　　　FAX 03 ｜3544 ｜3055
舶用ディーゼル機関

往復動圧縮機，バイナリー発電設備，蒸気タービン，炉頂圧回収タービン，軸流・遠心式圧縮機

鍛造前誘導加熱装置（ビレットヒータ，バーヒータ，ピンヒータ 他），鉄鋼・非鉄分野向誘導加熱装置（薄板加熱装置，銅管焼鈍装置，線材加

熱装置），高周波電源装置（PWM インバータ，サイリスタインバータ，トランジスタインバータ，ゾーンコントロール用電源）

遠隔操作マニピュレータおよびその周辺機器，センシング機器（地中埋設物・建築物探査レーダ，太陽追尾採光システム，複合材剥離検査器），

レーダ探査サービス，水理実験設備，塔，槽，熱交換器，回転式乾燥機

IT を活用した各種設備・機器のリモートモニタリングサービス・診断サービス・情報サービス，各種設備・機器の包括／一括メンテナンスサー

ビス，各種技術サービス（運転及びメンテナンスにかかわる技術指導・工事指導・工事施工），LSS（ライフサイクルソリューションサービス ： 

陸・舶用ディーゼルエンジン，ガスタービン，各種ボイラ，プロセス用圧縮機，蒸気タービン発電設備，炉頂圧タービン発電設備，プロセス機

器，誘導加熱装置，各種クレーンの保守，改造用部品・機器の供給，性能改善・改造工事・延命工事などのエンジニアリング・サービスと施工）

SiC ウェハー，CVD-SiC コーティング，SiC 製半導体装置用部品

岸壁用コンテナクレーン，ヤード用コンテナクレーン，舶用ガントリークレーン，ローダー，アンローダー（連続式，グラブバケット式），

ジブクレーン，天井クレーン，コンテナターミナルマネジメントシステム

エンジニアリング事業本部　　　TEL 043 ｜351 ｜8000　　　FAX 043 ｜351 ｜8111
プラントのエンジニアリング及び建設工事（石油化学，化学繊維，合成樹脂，石油精製，ガス製造・精製，無機化学，化学肥料，石炭化学，発

酵関連，ファインケミカル，代替エネルギー関連），プラント要素技術（加熱炉，分離炉，分解ガスクェンチャー，高粘度流体脱揮装置，PSA

装置），エンジニアリング支援システム，フィージビリティースタディ，プラントメンテナンス，SDM工事

三井リサイクリング 21（キルン式ガス化溶融システム），廃棄物処理関連（流動床式焼却炉，粗大ごみ処理施設，リサイクルセンター，加熱脱

塩素化装置，ダイオキシン分解触媒，炭化炉，PCB処理），ガス処理関連（脱塩，集塵）

水処理関連（産業排水，汚泥），ガス処理関連（排煙脱硫，排煙脱硝，脱臭），廃棄物再資源化システム（焼酎廃液，有機性廃棄物からのメタン

発酵，コンポスト及び乾燥装置），バイオガスプラント（生ごみ・汚泥バイオガスプラント，油温減圧乾燥式食品廃棄物再資源化システム，家

畜糞尿再資源化システム）

ガスタービン発電設備，ガスエンジン発電設備，ディーゼルエンジン発電設備，太陽熱発電設備，各種コージェネレーションプラント

海外土木・建築工事全般，特殊構造物，風力発電設備工事，海外橋梁

事業開発本部　　　TEL 03 ｜3544 ｜3280　　　FAX 03 ｜3544 ｜3982
新規事業の発掘・立案・計画・事業化推進，全社の事業開発の統括・推進，社内向け事業開発関連情報の発信，新規事業のフィージビリティス

タディ，新規事業のプロジェクトの推進

天然ガスハイドレートの製造・貯蔵・輸送・ガス化技術の開発，ガスハイドレートの特性を生かした各種事業開発，バイオエタノール事業の開

発，次世代リチウムイオン電池正極材事業の開発，太陽熱発電事業の開発，波力発電事業の開発，集光型発電事業の開発

船舶運航支援のポータルサービス

CS（顧客満足）向上活動の推進，全社にかかわる営業戦略の企画・立案・推進，各事業本部の営業支援及び社内横断プロジェクトの推進，新

規事業の発掘と事業化推進，国内・海外営業拠点（支社，支店，営業所，海外駐在員事務所）の統括と受注活動の推進

海外プロジェクトの推進（ODA案件），海外新規案件の発掘及び支援



エンジニアリング事業本部　環境エネルギー・インフラ営業部
〒261-7128  千葉市美浜区中瀬2丁目6番地1　TEL 043-351-9262    FAX 043-351-9264

三井ソーラーガスタービンコージェネレーションシステム

技術の融合で
エネルギー新世紀へ

世界最高峰の高効率発電
●米国ソーラータービン社製の3～14MWクラスの産業用ガス
タービンを採用し、同クラスのガスタービン単体では世界最高レ
ベルの発電効率（7MW級トーラス70で33.5％）を誇ります。

●最新の希薄予混合燃焼システムによりＮＯｘ排出を大幅に低
減(20ppm以下/O2 16%濃度)、抜群の環境効果を誇りま
す。またドライ燃焼を基本とするため、コージェネレーション用
として、非常に高い熱回収効率を実現しています。熱回収シス
テムの組み合せにより、最大で90％を超える高い総合効率を
実現することが可能です。

安心のバックアップ体制
●豊富な経験を持つ三井造船グループのメンテナンス専門部隊
である三造テクノサービス（株）によりコージェネレーションシ
ステム全体でのアフターサービスを提供します。
●オーバーホールではなく、4～5年周期でのエンジン交換方式
によるメンテナンスを採用しているため、定期点検による設備
の停止期間を最小限に抑えます（最長で約８日間）。万一の
トラブル発生時にも、予備エンジンへの交換によって迅速な
対応、復旧が可能です。

三井造船は自社技術によるガスタービン開発メーカーとしての高い技術力、豊富な実績を活かしながら
1996年に中型ガスタービンでは世界トップメーカーである米国ソーラータービン社とパッケージング契約を締結しました。
自社開発のＳＢ機とソーラー機を合わせて１３０台以上の納入実績があります。
三井造船の技術とソーラータービン社の技術の融合によりエネルギー問題の様々なニーズにお応えいたします。
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